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■診療報酬算定のための 

施設基準等の事務手引（令和４年４月版）  追補⑷  

令和５年（2023年）５月  社会保険研究所 

 
以下の告示、事務連絡等により、本書の内容に一部改正、訂正、追加情報等がありましたので、追補いたします。 

令和５年３月24日 厚生労働省保険局医療課事務連絡 調剤報酬点数表における「連携強化加算」の施設基準等の取扱いについて 
令和５年３月29日 厚生労働省保険局医療課事務連絡 令和４年度診療報酬改定関連通知等の一部訂正について 

○令和５年３月29日 厚生労働省保険局医療課事務連絡 疑義解釈資料の送付について（その44） 

令和５年３月30日 厚生労働省保険局医療課事務連絡 疑義解釈資料の送付について（その45） 
令和５年３月31日 厚生労働省告示第167号 こども家庭庁設置法等の施行に伴う厚生労働省関係告示の整備に関する告示 

○令和５年３月31日 厚生労働省保険局医療課事務連絡 疑義解釈資料の送付について（その46） 

○令和５年３月31日 厚生労働省保険局医療課事務連絡 新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う新型コロ
ナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて 

令和５年４月６日 厚生労働省保険局医療課事務連絡 新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う施設基準

等に関する臨時的な取扱いについて 
令和５年４月17日 厚生労働省保険局医療課事務連絡 「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う新型コ

ロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて」にかかる疑義解釈資料の送付について 

令和５年４月20日 厚生労働省保険局医療課事務連絡 「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う新型コ
ロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて」等の一部訂正について 

令和５年４月21日 厚生労働省保険局医療課事務連絡 令和５年度における外来データ提出加算等の取扱いについて 

令和５年４月27日 厚生労働省保険局医療課事務連絡 「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う新型コ
ロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて」にかかる疑義解釈資料の送付について
（その２） 

令和５年４月28日 厚生労働省告示第180号 療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等及び
特掲診療料の施設基準等の一部を改正する告示 

○令和５年４月28日 厚生労働省保険局医療課事務連絡 令和５年度における「データ提出加算（Ａ245）」の取扱いについて 
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■□1  令和５年度におけるデータ提出加算等の取扱い 

データ提出加算（383頁）、外来データ提出加算（796頁）、在宅データ提出加算（913頁）、リハビリテーションデー
タ提出加算（1065頁）について、令和５年度（2023年度）の届出等の取扱いが示されました。 

［データ提出開始届出書 届出期限］ 

  データ提出加算 外来・在宅・リハビリテーションデータ提出加算 

第１回目 2023年 ５月22日（月） ５月19日（金） （５月20日（土）の前日） 

第２回目 ８月21日（月） ８月22日（火） 

第３回目 11月20日（月） 11月21日（火） 

第４回目 2024年 ２月20日（火） ２月20日（火） 
 

［試行データ 届出期限］ 

  データ提出加算 外来・在宅・リハビリテーションデータ提出加算 

  配送 配送 オンライン 

第１回目 2023年 ８月22日（火） ８月18日（金） ８月17日（木） 12時 

第２回目 11月22日（水） 11月17日（金） 11月16日（木） 12時 

第３回目 2024年 ２月22日（木） ２月16日（金） ２月15日（木） 12時 

第４回目 ４月22日（月） ４月19日（金） ４月18日（木） 12時 

※データ提出加算＝オンラインによる提出は不可 

［初回提出ファイル 届出期限］ 

  データ提出加算 外来・在宅・リハビリテーションデータ提出加算 

〔届出受理月〕  配送 オンライン 配送 オンライン 

2023年４～６月 2023年 ７月22日（土） ７月24日（月） 12時 － － 

2023年７～９月 10月22日（日） 10月23日（月） 12時 － － 

2023年10～12月 2024年 １月22日（月） １月23日（火） 12時 １月19日（金） １月18日（木） 12時 

2024年１～３月 ４月22日（月） ４月23日（火） 12時 ４月19日（金） ４月18日（木） 12時 

※データ提出加算＝希望する医療機関のみオンラインで提出  ※外来・在宅・リハビリテーションデータ提出加算＝原則、オンラインで提出 

❶ データ提出加算（入院基本料等加算） 

データ提出加算（Ａ245→381頁）の令和５年度（2023年度）の最初の届出期限は、2023年５月22日（月）です。 
なお、次の項目の施設基準を届け出る医療機関は、経過措置期間中である令和６年（2024年）３月31日までにデー

タ提出加算の届出を行う必要があります。 

200床未満 （200床以上の場合、2023年４月より施設基準の届出にあたりデータ提出加算の届出が必要） 

Ａ100・２ 地域一般入院基本料  Ａ105・３ 専門病院入院基本料（13対１）  Ａ106 障害者施設等入院基本料 

Ａ306 特殊疾患入院医療管理料  Ａ309 特殊疾患病棟入院料  Ａ310 緩和ケア病棟入院料 

Ａ311 精神科救急急性期医療入院料（許可病床数に限らず） 

データは、「2023年度「ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査」実施説明資料」に定められた方法により提出します。 

［算定開始までの流れ （ＤＰＣ対象病院、ＤＰＣ準備病院以外の場合）］ 

 様式40の５ 
届出期限 

 試行データ  
データ提出事務連絡を

受けた医療機関 

⬇ 

様式40の７を届出 

⬇ 

算定開始 

 作成月 提出期限 ※１ 

第１回目  2023年５月22日（月） ➡ 2023年６月分・７月分 2023年８月22日（火）  ➡ 

第２回目  2023年８月21日（月） ➡ 2023年９月分・10月分 2023年11月22日（水）  ➡ 

第３回目  2023年11月20日（月） ➡ 
2023年12月分・ 
2024年１月分 

2024年２月22日（木）  ➡ 

第４回目  2024年２月20日（火） ➡ 2024年２月分・３月分※２ 2023年４月22日（月）  ➡ 

提出先  地方厚生（支）局医療課  ＤＰＣ調査事務局  地方厚生（支）局 

※１ 試行データは、オンラインによるデータ提出は不可 

（提出日＝配達事業者への引き渡し日等インターネットで検索した際に表示される「引受」等の日時） 

※２ 第４回目の試行データは、様式40の５の届出期限の月を含めた２月分・３月分のデータを提出（３月分・４月分ではないことに注意） 

［初回提出ファイルの扱い］ 

届
出
受
理 

 
本データ作成月 ※３ 

提出期限  
提出先 

 配送 オンライン ※４  

➡ 

2023年４月分・５月分・６月分 2023年７月22日（土） 2023年７月24日（月） 12時 ➡ 

ＤＰＣ調査事務局 
2023年７月分・８月分・９月分 2023年10月22日（日） 2023年10月23日（月） 12時 ➡ 

2023年10月分・11月分・12月分 2024年１月22日（月） 2024年１月23日（火） 12時 ➡ 

2024年１月分・２月分・３月分 2024年４月22日（月） 2024年４月23日（火） 12時 ➡ 

※３ 届出が受理された月を含む本データ（３か月分）を作成 

※４ 希望する医療機関のみ 
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関係事務連絡 

令和５年度における「データ提出加算（Ａ245）」の取扱いについて  

（令和５年４月28日・厚生労働省保険局医療課事務連絡） 

 

「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続き

の取扱いについて」（令和４年３月４日付け保医発0304第

２号。以下「施設基準通知」という。）の別添３の第26の

４【→383頁】において、区分番号「Ａ245」データ提出

加算の施設基準等が定められているところですが、令和

５年度におけるデータ提出加算に係る具体的な手続き等

の取扱いは下記のとおりとしますので、貴管下の保険医

療機関等の関係者に周知いただきますようお願いいたし

ます。 

なお、令和４年度診療報酬改定において、区分番号

「Ａ100」の「２」地域一般入院基本料【→136頁】、区分

番号「Ａ105」の「３」専門病院入院基本料（13対１）

【→182頁】、区分番号「Ａ106」障害者施設等入院基本料

【→187頁】、区分番号「Ａ306」特殊疾患入院医療管理料

【→500頁】、区分番号「Ａ309」特殊疾患病棟入院料【→

559頁】及び区分番号「Ａ310」緩和ケア病棟入院料【→

563頁】に係る施設基準の１つとしてデータ提出加算の届

出が追加されたため、引き続き当該入院料を算定するた

めには、許可病床数が200床未満のものにあっては経過措

置期間中である令和６年〔2024年〕３月31日までにデー

タ提出加算の届出を行う必要があること。また、区分番

号「Ａ311」精神科救急急性期医療入院料については許可

病床数に限らず令和６年３月31日までの間に限り、デー

タ提出加算に係る要件を満たすものとみなしますので、

ご留意ください。 

 

記 

 

１  データ提出加算の届出を希望する病院であって、

令和５年４月１日時点でＤＰＣ対象病院又はＤＰＣ

準備病院でない病院 

 

⑴ 必要な届出等の流れについて 

① 当該病院は、施設基準通知に定める様式40の５

【→390頁】を、令和５年〔2023年〕５月22日、８月

21日、11月20日又は令和６年〔2024年〕２月20

日までに地方厚生（支）局医療課長を経由して厚生

労働省保険局医療課長に届け出ること。 

② 様式40の５の届出を行った病院は、当該届出の

期限となっている月の翌月から起算して２月分（当

該届出の期限が令和６年２月20日である場合のみ、

当該届出の期限となっている月を含む２月分）の試

行データを作成し、ＤＰＣ調査事務局に提出すること。

なお、厚生労働省保険局医療課（以下「保険局医療

課」という。）が様式40の５を受領した後、ＤＰＣ

調査事務局より試行データ作成に係る案内を電子メ

ールにて送信するので、これに従って試行データを

作成すること。 

③ 保険局医療課は、ＤＰＣ調査事務局に提出された試

行データが適切に作成及び提出されていることを確

認した場合は、データ提出の実績が認められた保険

医療機関として、ＤＰＣ調査事務局を通じて保険局医

療課から事務連絡（以下「データ提出事務連絡」と

いう。）を当該医療機関の担当者あてに電子メール

にて送信する。あわせて、地方厚生（支）局医療課

長等あてにデータ提出の実績が認められた保険医療

機関を通知するとともに、当該通知を厚生労働省の

ホームページへ公表する。 

④ データ提出事務連絡を受けた保険医療機関は、施

設基準通知に定める様式40の７【→390頁】を用い

て地方厚生（支）局に届出を行うことで、データ提

出加算を算定することができる。なお、入院データ

のみ提出する場合はデータ提出加算１及び３、入院

データ及び外来データを提出する場合はデータ提出

加算２及び４を届け出ること。 

⑤ 様式40の７の届出を行った病院は、当該届出が

受理された月の属する四半期（※）からデータを作

成（以下「本データ」という。）し、「ＤＰＣ導入の影

響評価に係る調査」実施説明資料（以下「調査実施

説明資料」という。）において指定する期日及び方

法により、ＤＰＣ調査事務局に提出すること。 

（※）例として、 

・様式40の７を９月30日に受理された場合 

→７～９月分データから提出 

・様式40の７を10月１日に受理された場合 

→10～12月分データから提出 

が必要となる。受理日で判断することに留意。 

 

⑵ 試行データの作成及び提出方法について 

本データに準じた取扱いとするため、提出用データ

の作成及び提出方法については、調査実施説明資料を

よく参照すること。また、試行データの作成対象月及

び提出に係るスケジュール等を以下の表にまとめたの

で、併せて参照すること。なお、データ提出加算２及

び４の届出を希望する病院であっても、試行データに

おいては、外来ＥＦ統合ファイル及びＫファイルの作

成は必要ない。また、入院ＥＦ統合ファイルは、試行

データ作成対象月の入院症例全てについて作成するこ

と。 
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様式40の５ 

届出期限 

試行データ 

作成対象月 

様式１の作成対象症例 
提出期限 

入院日 退院転棟日 

第１回目 ５月22日 ６月、７月 ６月１日入院～ ６、７月退院転棟 ８月22日 

第２回目 ８月21日 ９月、10月 ９月１日入院～ ９、10月退院転棟 11月22日 

第３回目 11月20日 12月、１月 12月１日入院～ 12、１月退院転棟 ２月22日 

第４回目 ２月20日 ２月、３月 ２月１日入院～ ２、３月退院転棟 ４月22日 

※  第４回目の試行データのみ、作成対象月が様式40の５届出期限の月を含めた２月分になっていることに注意すること。 

なお、調査実施説明資料に記載する様式１以外のデータ作成については下記の通り。 
・様式３は、試行データ作成対象月各月１日時点の病床等の情報を入力すること。 

・様式４は、試行データ作成対象月に退院した症例全て作成すること（自費患者等も含める）。 
・入院ＥＦ統合ファイルは、試行データ作成対象月入院中の症例の医科保険診療項目等を作成すること。 
・Ｈファイルは、試行データ作成対象月の作成対象病棟入院症例の重症度、医療・看護必要度情報を作成すること。 

⑶ 本データの作成及び提出方法について 

本データの作成等は、保険局医療課が様式40の７

を受理した後、ＤＰＣ調査事務局から本データ作成等に

関する案内が電子メールにて配信されるため、当該連

絡に従い本データを作成すること。その際の作成及び

提出方法については、調査実施説明資料をよく参照す

ること。なお、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴

う実施上の留意事項について」（令和４年３月４日付

け保医発0304第１号）に定めるとおり、データの提出

（データの再照会に係る提出も含む。）に遅延等が認め

られた場合は、当該月の翌々月において、データ提出

加算を算定することができない。また、提出データ評

価加算についても、データ提出加算を算定できない月

がある場合、当該月から６か月間算定できなくなるた

め、十分注意すること。なお、遅延等とは調査実施説

明資料に定められた期限までに、ＤＰＣ調査事務局宛に

当該医療機関のデータが提出されていない場合（提出

時刻が確認できない手段等、調査実施説明資料に定め

られた提出方法以外の方法で提出された場合を含む。）、

提出されたデータが調査実施説明資料に定められたデ

ータと異なる内容であった場合（データが格納されて

いない空の媒体が提出された場合を含む。）をいう。 

また、様式１は、試行データ作成対象月の初月の１

日以降の入院症例であって、本データ作成対象月の退

院転棟症例について作成すること。 

（例）令和５年５月22日までに様式40の５の届出を行い、

６月及び７月の試行データ提出等を経て９月末日ま

でに様式40の７の届出を受理された病院は、７月か

ら９月の本データを作成することとなるが、当該デ

ータ（様式１）は、令和５年６月１日以降に入院し、

７月から９月に退院転棟した患者を対象とする。 

 

２  データ提出加算の届出を希望する病院であって、

令和５年４月１日時点でＤＰＣ対象病院又はＤＰＣ

準備病院である病院 

「その他病棟グループ」に係る入院基本料等の届出

を行っていないＤＰＣ対象病院又はＤＰＣ準備病院とし

て提出しているデータの内容と、本データとの内容に

相違が生じない場合に限り、様式40の７【→390頁】

の届出のみを行うことで当該加算を算定できる。 

ただし、様式40の７の届出をする前に様式40の８

【→390頁】の届出実績がある病院及び令和５年３月

31日時点でＤＰＣ対象病院又はＤＰＣ準備病院であって

データ提出加算の届出を行っていない病院については、

次の手続きによること。 

① 当該病院は、様式40の５【→390頁】を、地方厚

生（支）局医療課長を経由して厚生労働省保険局医

療課長に届け出ること。 

当該届出を行った病院は、当該届出が地方厚生

（支）局に受理された月の属する四半期分のデータ

を提出する際には、通常ＤＰＣ対象病院又はＤＰＣ準

備病院として提出しているデータ（全病棟）を作成

し、ＤＰＣ調査事務局に提出すること。なお、この

データを試行データとして見なすため、提出期限は

通常のスケジュールと同様である。 

② 保険局医療課は、ＤＰＣ調査事務局に提出されたデ

ータが適切に作成及び提出されていることを確認し

た場合は、データ提出の実績が認められた保険医療

機関として、ＤＰＣ調査事務局を通じて保険局医療課

よりデータ提出事務連絡を当該医療機関の担当者あ

てに電子メールにて送信する。あわせて、地方厚生

（支）局医療課長等あてにデータ提出の実績が認め

られた保険医療機関を通知するとともに、当該通知

を厚生労働省のホームページへ公表する。 

③ データ提出事務連絡を受けた保険医療機関は、様

式40の７を用いて地方厚生（支）局に届出を行う

ことで、データ提出加算を算定することができる。

なお、入院データのみ提出する場合はデータ提出加

算１及び３、入院データ及び外来データを提出する

場合はデータ提出加算２及び４を届け出ること。 

④ 様式40の７の届出を行った病院は、当該届出が

受理された月の属する四半期分からその他病棟グル

ープを含めたデータを作成し、調査実施説明資料に

おいて指定する期日及び方法によりＤＰＣ調査事務局

に提出すること。 

 

３ データ提出加算１及び３から加算２及び４への

変更を希望する病院 

⑴ データ提出加算１及び３から加算２及び４への変

更を希望する病院は、様式40の７【→390頁】を用

いて届出を行うこと。 

⑵ 当該届出が受理された月の属する四半期分から外

来ＥＦ統合ファイル分も含めたデータを作成し、調

査実施説明資料において指定する期日及び方法によ

りＤＰＣ調査事務局に提出すること。 

なお、データ提出加算２及び４の届出を行ってい

る病院が、外来データを提出しないものとして、デ

ータ提出加算１及び３へ届出を変更することはでき

ない。 
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４  その他留意事項等 

⑴ 様式の提出先については、以下のとおりであるこ

と。 

①「様式40の５」【データ提出開始届出書→390頁】 

病院の所在地を管轄する地方厚生（支）局医

療課 

②「様式40の７」【データ提出加算に係る届出書→

390頁】 

病院の所在地を管轄する地方厚生（支）局各

都府県事務所又は指導監査課 

③「様式40の８」【データ提出加算に係る辞退届→

390頁】 

病院の所在地を管轄する地方厚生（支）局医

療課 

⑵ データ提出加算に係る施設基準は、様式40の５

の届出時点で満たすことは必須ではなく、様式40

の７の届出時点で満たしていれば良いこと。 

⑶ 当該調査年度において、データ提出の遅延等が累

積して３回認められた場合には、３回目の遅延等が

認められた日の属する月に速やかに変更の届出（様

式40の８の提出）を行うこととし、当該変更の届

出を行った日の属する月の翌月から算定できなくな

ること。この場合、データ提出加算の届出が施設基

準の１つとなっている入院料についても算定できな

くなるため十分に注意すること。なお、「遅延等」

の考え方は１の⑶と同様である。 

⑷ 既に急性期一般入院料１から６のいずれかを既に

届け出ている保険医療機関であって、⑶に該当しデ

ータ提出加算を算定できなくなった場合は、データ

提出加算に係る施設基準を満たさなくなった日の属

する月の翌月から起算して１年に限り、急性期一般

入院料６について、データ提出加算に係る届出を行

っているものとみなすこと。 

⑸ データ提出等に関する連絡は、１⑴③のデータ提

出事務連絡を含め様式40の５にて登録された連絡

担当者へ保険局医療課担当者又はＤＰＣ調査事務局よ

り、原則、電子メールにて送信されるため、確認漏

れのないよう注意すること。 

 

 

❷ 外来／在宅／リハビリテーション データ提出加算 

外来データ提出加算（Ｂ001-3・注４→795頁）、在宅データ提出加算（Ｃ002・注13／Ｃ003・注７→903頁）、リハ
ビリテーションデータ提出加算（Ｈ000・注５／Ｈ001・注７／Ｈ001-2・注７／Ｈ002・注７／Ｈ003・注５→1062
頁）について、令和５年度（2023年度）の届出等の取扱いが示されました。 
2023年10月から算定開始したい場合、まず2023年５月19日（金）までに「データ提出開始届出書」（特掲・様式７

の10）を届け出ます（「Ａ245 データ提出加算」とは届出期限が異なります）。 
算定開始後は、３か月ごとにデータを提出します。2023年10月から算定開始する場合、初回は、2023年10月分・

11月分・12月分のデータを令和６年（2024年）１月18日12時（オンライン提出の場合）までに提出します。 
データは、「2023年度「外来医療、在宅医療、リハビリテーション医療の影響評価に係る調査」実施説明資料」に

定められた方法により提出します（追補⑶参照）。 

［算定開始までの流れ］ 

 様式７の10 

届出期限 

 試行データ  
データ提出事務連絡

を受けた医療機関 

⬇ 

様式７の11を届出 

⬇ 

算定開始 ※４ 

 作成月 提出期限（オンライン）※2 

第１回目  2023年５月19日（金）※１ ➡ 2023年６月分・７月分 2023年８月17日（木） 12時 ➡ 

第２回目  2023年８月22日（火） ➡ 2023年９月分・10月分 2023年11月16日（木） 12時 ➡ 

第３回目  2023年11月21日（火） ➡ 
2023年12月分・ 

2024年１月分 
2024年２月15日（木） 12時 ➡ 

第４回目  2024年２月20日（火） ➡ 2024年２月分・３月分※３ 2024年４月18日（木） 12時 ➡ 

提出先  地方厚生（支）局医療課  外来医療等調査事務局  地方厚生（支）局 

※１ 施設基準で示されている５月20日（土）は閉庁日のため、前日までに届出   

※2 配送の場合、翌日（提出日＝配達事業者への引き渡し日等インターネットで検索した際に表示される「引受」等の日時） 

※３ 第４回目の試行データは、様式７の10の届出期限の月を含めた２月分・３月分のデータを提出（３月分・４月分ではないことに注意） 

※４ 加算算定は、届出が受理された翌月の１日から開始 

［提出データの概要］ 

様式名 内容 入力される内容 

外来様式１  患者属性や病態等の情報 性別、生年月日、病名、病期分類など 

外来ＥＦ統合ファイル 入院外患者の医科点数表に基づく出来高レセプト情報 診療行為、薬剤、材料、点数など 

外来様式３ 医療機関情報 施設情報、病床数、届出状況など 

外来Ｋファイル ３情報から生成した一次共通ＩＤに関する情報 患者の生年月日、カナ氏名及び性別から生成
した一次共通ＩＤ 

 

［初回提出ファイルの扱い］ 

届
出
受
理 

 
本データ作成月 ※５ 

提出期限  
提出先 

 配送 オンライン ※４  

➡ 
2023年10月分・11月分・12月分 2024年１月19日（金） 2024年１月18日（木） 12時 ➡ 外来医療等 

調査事務局 2024年１月分・２月分・３月分 2024年４月19日（金） 2024年４月18日（木） 12時 ➡ 

※５ 届出が受理された月を含む３か月分の本データを作成 

※４ 原則、オンラインで提出 
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関係事務連絡 

令和５年度における外来データ提出加算等の取扱いについて（令和５年４月21日・厚生労働省保険局医療課事務連絡） 

外来医療等におけるデータ提出に係る評価として令和

４年度診療報酬改定で新設された、区分番号「Ｂ001-3」

生活習慣病管理料注４に規定する外来データ提出加算

【→796頁】、区分番号「Ｃ002」在宅時医学総合管理料の

注13、区分番号「Ｃ002-2」施設入居時等医学総合管理料

の注７、区分番号「Ｃ003」在宅がん医療総合診療料の注

７に規定する在宅データ提出加算【→903頁】、区分番号

「Ｈ000」心大血管疾患リハビリテーション料の注５、区

分番号「Ｈ001」脳血管疾患等リハビリテーション料の注

７、区分番号「Ｈ001-2」廃用症候群リハビリテーション

料の注７、区分番号「Ｈ002」運動器リハビリテーション

料の注７、区分番号「Ｈ003」呼吸器リハビリテーション

料の注５に規定するリハビリテーションデータ提出加算

【→1065頁】（以下「外来データ提出加算等」という。）に

ついては、「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関す

る手続きの取扱いについて（以下「施設基準通知」とい

う。）」にその手続きの取扱いについて、お示していると

ころですが、令和５年度における外来データ提出加算等

に係る具体的な手続き等の取扱いは下記のとおりとしま

すので、貴管下の保険医療機関等の関係者に周知いただ

きますようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 外来データ提出加算等の届出を希望する保険医

療機関の手続きについて 

⑴ 必要な届出等の流れについて 

① 当該保険医療機関は、施設基準通知に定める様式

７の10【→851頁】を、令和５年〔2023年〕５月20

日、８月22日、11月21日又は令和６年〔2024年〕

２月20日までに地方厚生（支）局医療課長を経由し

て厚生労働省保険局医療課長に届け出ること。 

※令和５年５月20日は閉庁日のため届出に際しては

前日までに提出するよう留意すること。 

② 様式７の10の届出を行った保険医療機関は、当

該届出の期限となっている月の翌月から起算して２

月分（当該届出の期限が令和６年２月20日である場

合のみ、当該届出の期限となっている月を含む２月

分）の試行データを作成し、外来医療等調査事務局

に提出すること。なお、厚生労働省保険局医療課

（以下「保険局医療課」という。）が様式７の10を

受領した後、外来医療等調査事務局より試行データ

作成に係る案内を電子メールにて送信するので、こ

れに従って試行データを作成すること。 

③ 保険局医療課は、外来医療等調査事務局に提出さ

れた試行データが適切に作成及び提出されているこ

とを確認した場合は、データ提出の実績が認められ

た保険医療機関として、保険局医療課からの事務連

絡（以下「データ提出事務連絡」という。）を当該

医療機関の担当者あてに外来医療等調査事務局から

電子メールにて送信する。あわせて、地方厚生（支）

局医療課長等あてにデータ提出の実績が認められた

保険医療機関を通知するとともに、当該通知を厚生

労働省のホームページへ公表する。 

④ データ提出事務連絡を受けた保険医療機関は、施

設基準通知に定める様式７の11【→851頁】を用い

て地方厚生（支）局に届出を行うことで、外来デー

タ提出加算等を算定することができる。なお、複数

の外来データ提出加算等について届出を行う場合は、

それぞれ該当する項目にチェックし届け出ること。 

⑤ 様式７の11の届出を行った保険医療機関は、当該

届出が受理された月の属する四半期（※）からデー

タを作成（以下「本データ」という。）し、「外来医

療、在宅医療、リハビリテーション医療の影響評価

に係る調査」実施説明資料（以下「調査実施説明資

料」という。）において指定する期日及び方法によ

り、外来医療等調査事務局に提出すること。 

（※）なお、令和５年度の様式７の11の受理日及び作

成すべきデータの関係については以下のとおり例示

を示す。特に初回の届出となっている令和５年９月

30日までに様式７の11が受理された場合についての

作成するべきデータの扱いについてはこの限りでは

ないため留意すること。 

 

 

様式７の11受理日 加算開始 作成するべきデータ オンラインによる提出期限 

令和５年９月30日 令和５年10月 令和５年10月～12月 
令和６年１月18日 12時 
※配送の場合：１月19日 

令和５年10月１日 令和５年10月 令和５年10月～12月 
令和６年１月18日 12時 
※配送の場合：１月19日 

令和５年12月28日 令和６年１月 令和５年10月～12月 
令和６年１月18日 12時 
※配送の場合：１月19日 

令和６年１月４日 令和６年１月 令和６年１月～３月 
令和６年４月18日 12時 
※配送の場合：４月19日 

令和６年３月31日 令和６年４月 令和６年１月～３月 
令和６年４月18日 12時 
※配送の場合：４月19日 

令和６年４月１日 令和６年４月 令和６年４月～６月 未定 

※ 作成するデータは、受理日で判断することに留意すること。 
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⑵ 試行データの作成及び提出方法について 

本データに準じた取扱いとするため、提出用データ

の作成及び提出方法については、調査実施説明資料を

よく参照すること。また、試行データの作成対象月及

び提出に係るスケジュール等を以下の表にまとめたの

で、併せて参照すること。 

 

 
様式７の10 
届出期限 

試行データ 
作成対象月 

オンラインによる 
試行データ提出期限 

第１回目 ５月20日 ６月、７月 
令和５年８月17日 12時 
※配送の場合：８月18日 

第２回目 ８月22日 ９月、10月 
令和５年11月16日 12時 
※配送の場合：11月17日 

第３回目 11月21日 12月、１月 
令和６年２月15日 12時 
※配送の場合：２月16日 

第４回目 ２月20日 ２月、３月 
令和６年４月18日 12時 
※配送の場合：４月19日 

※  第４回目の試行データのみ、作成対象月が様式７の10届出期限の月を含めた２月分になっていることに注意すること。 

⑶ 本データの作成及び提出方法について 

本データの作成等は、厚生労働省保険局医療課が、

様式７の11を受理した後、外来医療等調査事務局から

本データ作成等に関する案内が電子メールにて配信さ

れるため、当該連絡に従い本データを作成すること。

その際の作成及び提出方法については、調査実施説明

資料をよく参照すること。なお、「診療報酬の算定方

法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」（令

和４年３月４日付け保医発0304第１号）に定めるとお

り、データの提出を行っていない場合又はデータの提

出（データの再照会に係る提出も含む。）に遅延等が

認められた場合、当該月の翌々月以降について、算定

できなくなるため、十分注意すること。なお、遅延等

とは調査実施説明資料に定められた期限までに、外来

医療等調査事務局宛に当該医療機関のデータが提出さ

れていない場合（提出時刻が確認できない手段等、調

査実施説明資料に定められた提出方法以外の方法で提

出された場合を含む。）、提出されたデータが調査実施

説明資料に定められたデータと異なる内容であった場

合（データが格納されていない空の媒体が提出された

場合を含む。）をいう。 

 

２  その他留意事項等について 

⑴ 様式の提出先については、以下のとおりであること。 

①「様式７の10」【データ提出開始届出書→851頁】 

保険医療機関の所在地を管轄する地方厚生（支）

局医療課 

②「様式７の11」【データ提出加算に係る届出書→851

頁】 

保険医療機関の所在地を管轄する地方厚生（支）

局各都府県事務所又は指導監査課 

③「様式７の12」【データ提出加算に係る辞退届→

852頁】 

保険医療機関の所在地を管轄する地方厚生（支）

局医療課 

⑵ 様式７の10の届出を行う場合は、１加算につき１届

出とする。また、表題において届出を行う外来データ

提出加算等の種別を判読できるようにすること。 

⑶ 外来データ提出加算等に係る施設基準は、様式７の

10の届出時点で満たすことは必須ではなく、様式７の

11の届出時点で満たしていれば良いこと。 

⑷ 当該調査年度において、データの提出に遅延等が累

積して３回認められた場合には、３回目の遅延等が認

められた日の属する月に速やかに変更の届出（様式７

の12の提出）を行うこととし、当該変更の届出を行っ

た日の属する月の翌月から外来データ提出加算等が算

定できなくなること。なお、「遅延等」の考え方は１の

⑶と同様である。 

⑸ データ提出等に関する連絡は、１⑴③のデータ提出

事務連絡を含め様式７の10にて登録された連絡担当者

へ保険局医療課担当者又は外来医療等調査事務局より、

原則、電子メールにて送信されるため、確認漏れのな

いよう注意すること。 

⑹ 外来医療等調査事務局メールアドレス   

support@gairai.jp 

当日16：30までに問い合わせのあった質問について

は、基本的には当日中に返信する（土日、祝日及び年

末年始を除く）。 
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様式７の10 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月
R06
４月

５月 ６月 ７月

R05年5月20

日までに届
出

R05年8月22

日までに届
出

R05年11月
21日までに
届出

R06年2月20

日までに届
出

※ 本表における加算開始時期及び本データ作成時期は、あくまで最短のスケジュールを
示したものであり、様式７の11の届出時期によって異なることに注意すること。

試行データ
作成対象期間

試行
提出

本データ作成
対象期間

加算
開始

様式
７の11

提出と
受理

本提出
開始

加算
継続

試行データ
作成対象期間

試行
提出

様式
７の11

提出と
受理

本データ作成
対象期間

本提出
開始

加算
開始

加算継続

調査継続

試行データ
作成対象期間

試行
提出

様式
７の11

提出と
受理

本データ作成
対象期間

本提出
開始

調査継続

加算
開始

加算継続

試行データ
作成対象期間

試行
提出 様式

７の11

提出と
受理 本データ作成

対象期間
本提出
開始

調査継続

加算
開始

加算継続

令和５年度提出スケジュール

「令和５年度  外来データ提出加算等に係る説明資料」（令和５年４月26日  厚生労働省保険局医療課）より
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■□2  連携強化加算の見直し（調剤）

令和５年（2023年）１月27日、新型コロナウイルス対策本部において、「新型コロナウイルス感染症対策の基本
的対処方針」が一部変更され、「調剤00 調剤基本料」の注２に規定する「連携強化加算」（1537頁）の要件となる
一般検査事業が全国で終了すること等を踏まえ、2023年４月１日から連携強化加算の施設基準等に係る具体的な
取扱いについて示す事務連絡「調剤報酬点数表における「連携強化加算」の施設基準等の取扱いについて」（令和
４年３月31日厚生労働省保険局医療課）が見直されました。 

施設基準 災害や新興感染症の発生時等に、都道府県等から医薬品の供給等について協力の要請があった場合には、地域の関

係機関と連携し、必要な対応を行う 

取扱い 「新型コロナウイルス感染症・季節性インフルエンザ同時期流行下における新型コロナウイルスに係る抗原定性検査

キットの販売対応の強化について」（令和４年12月27日 事務連絡）に対応した取り組みを実施

○夜間休日や年末年始に抗原検査キットを販売する薬局（医療用、一般用）及び店舗販売業（一般用のみ）の周知

○薬剤師が店舗に不在で対面により一般用抗原検査キットを販売できない時間帯においても、電話や情報通信機器

を活用した販売方法により購入機会を確保

次のいずれかを満たす 公的な管理の下で配分される新型コロナウイルス感染症治療薬の対応薬局として都道府県等

に指定され、公表されている 

一般流通している新型コロナウイルス感染症の治療薬を自局で備蓄・調剤している 

なお、2023年３月31日時点で連携強化加算の届出を行っている保険薬局については、2023年４月１日以降も要
件を満たす場合、届出は不要です。 

頁 該当箇所 改正前 改正後 

1538 右欄 

上から 
１行目 

⑷ 「災害や新興感染症の発生時等に、

都道府県等から医薬品の供給等につ

いて協力の要請があった場合には、

地域の関係機関と連携し、必要な対

応を行うこと」について（第92の２

の⑵）

ＰＣＲ等検査無料化事業に係る検査実

施事業者として登録され、当該事業を

実施していること。また、当該検査実

施事業者として登録されていることに

ついて、自治体等のホームページ等に

おいて広く周知されていること。 

⑷ 「災害や新興感染症の発生時等に、都道府県等から

医薬品の供給等について協力の要請があった場合に

は、地域の関係機関と連携し、必要な対応を行うこ

と」について（第92の２の⑵））

次に掲げる体制等のうち①を満たし、かつ、②又は

③のいずれかを満たす場合に、基準を満たすものとす

る。 

① 「新型コロナウイルス感染症・季節性インフルエ

ンザ同時期流行下における新型コロナウイルスに係

る抗原定性検査キットの販売対応の強化について」

（令和４年12月27日医薬・生活衛生局総務課事務連

絡）に対応した取り組みを実施していること。 

② 公的な管理の下で配分される新型コロナウイルス

感染症治療薬の対応薬局として都道府県等に指定さ

れ、公表されていること。 

③ 一般流通が行われている新型コロナウイルス感染

症の治療薬を自局で備蓄・調剤していること。 

ただし、これまでにＰＣＲ等検査無料化事業に係る検

査実施事業者として協力しており本加算の届出を行っ

ていた保険薬局については、①のみを満たしている場

合であっても、令和５年９月30日までの間に限り、本

加算を算定できる。 

右欄 

下から 

８行目 

⑵ １.⑷について、当該検査実施事業

者として登録されていることについ

て、自治体等のホームページ等で公表

されていることが確認できるウェブペ

ージのコピー等を添付すること。

⑵ １.⑷について、①の取り組みを実施していること

について、自治体等のホームページ等で公表されてい

ることが確認できるウェブページのコピー等を添付す

ること。

⑶ なお、令和５年３月31日時点で連携強化加算の届出

を行っている保険薬局であって、令和５年４月１日以

降も要件を満たす場合、届出は不要であること。 

疑義解釈資料  令和４年改定 その46（令和５年３月31日・事務連絡） 

問１ 「調剤報酬点数表における「連携強化加算」の施設基

準等の取扱いについて」（令和５年３月24日厚生労働省保

険局医療課事務連絡）について、地域において薬局・店舗

販売業や自治体との連携・協力を通じて、夜間休日などで

あっても新型コロナウイルスに係る抗原定性検査キット

（以下「抗原検査キット」という。）を地域住民が入手でき

るような販売体制を取っていることで、同事務連絡の１．

①【上表改正後⑷①】を満たしていると解してよいか。 

答 よい。なお、開局時間、時間外対応（対応方

法・連絡先等）等の抗原検査キットの販売体制

について、自治体、関係団体等（都道府県薬剤

師会又は地区薬剤師会等）のホームページ、広

報誌等において広報することや、薬局において

内側及び外側の見やすい場所に掲示を行うこと

等、広く周知すること。 
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■□3  告示・事務連絡による改正等 

① 新旧対照 

 
⑴ 医療情報・システム基盤整備体制充実加算の改正 〔追補の改正〕 

該当箇所 改正前 改正後 

基本診療料の施設基準等 

初・再診料 

 Ａ０００・注15／Ａ００1・注18／Ａ００2・注10 歯科Ａ０００・注13／歯科Ａ００2・注10  

追補⑶ ３枚目 施設基準告示 

第三・三の七 

⑴ 療養の給付及び公費負担医療に関す

る費用の請求に関する省令（昭和51年

厚生省令第36号）第１条に規定する電

子情報処理組織の使用による請求を行

っていること。【経過措置三十一】 

⑴ 療養の給付及び公費負担医療に関す

る費用の請求に関する命令（昭和51年

厚生省令第36号）第１条に規定する電

子情報処理組織の使用による請求を行

っていること。【経過措置三十一】 

  施設基準告示 

第十五 

経過措置 

三十一 令和５年12月31日までに療養の

給付及び公費負担医療に関する費用の

請求に関する省令第１条 

三十一 令和５年12月31日までに療養の

給付及び公費負担医療に関する費用の

請求に関する命令第１条 

特掲診療料の施設基準等 
調剤  

 調剤10の2・注６  

追補⑶ ５枚目 施設基準告示 

第十五 

・九の五 

⑴ 療養の給付及び公費負担医療に関す

る費用の請求に関する省令（昭和51年

厚生省令第36号）第１条に規定する電

子情報処理組織の使用による請求を行

っていること。【経過措置四】 

⑴ 療養の給付及び公費負担医療に関す

る費用の請求に関する命令（昭和51年

厚生省令第36号）第１条に規定する電

子情報処理組織の使用による請求を行

っていること。【経過措置四】 

 ６枚目 施設基準告示 

第十七 

経過措置 

四 令和５年12月31日までに療養の給付

及び公費負担医療に関する費用の請求

に関する省令第１条 

四 令和５年12月31日までに療養の給付

及び公費負担医療に関する費用の請求

に関する命令第１条 

 

⑵ その他の改正 

頁 該当箇所 改正前 改正後 

基本診療料の施設基準等 

初・再診料 

 【５】 Ａ０００・注11／Ａ００1・注15 外来感染対策向上加算 

48 疑義解釈資料 

 

左欄 

上から 

３行目 

問10 区分番号「Ａ000」初診料の注11及

び区分番号「Ａ001」再診料の注15に規

定する外来感染対策向上加算（以下単

に「外来感染対策向上加算」という。）

並びに区分番号「Ａ234-2」の「３」感

染対策向上加算３の施設基準における

「新興感染症の発生時等に、都道府県等

の要請を受けて･･･発熱患者の診療等を

実施する体制」について、具体的には

どのような保険医療機関が該当するか。 

答 現時点では、新型コロナウイルス感

染症に係る診療・検査医療機関が該当

する。 

〔削除する〕 

 【８】 Ａ００1・注11 歯科Ａ００2・注９ 明細書発行体制等加算 

54 施設基準告示 

第三・六 

上から 

２行目 
⑴ 療養の給付及び公費負担医療に関す

る費用の請求に関する省令 
⑴ 療養の給付及び公費負担医療に関す

る費用の請求に関する命令 
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頁 該当箇所 改正前 改正後 

入院基本料等加算 

 【35】 Ａ234-2  感染対策向上加算 

342 疑義解釈資料 

 

左欄 

上から 

３行目 

問８ 区分番号「Ａ234-2」の「１」感染

対策向上加算１の施設基準における

「新興感染症の発生時等に、都道府県等

の要請を受けて感染症患者を受け入れ

る体制」について、具体的にはどのよ

うな保険医療機関が該当するか。 

答 現時点では、新型コロナウイルス感

染症に係る重点医療機関が該当する。 

問９ 区分番号「Ａ234-2」の「２」感染

対策向上加算２の施設基準における

「新興感染症の発生時等に、都道府県等

の要請を受けて･･･疑い患者を受け入れ

る体制」について、具体的にはどのよ

うな保険医療機関が該当するか。 

答 現時点では、新型コロナウイルス感

染症に係る協力医療機関が該当する。 

問10 区分番号「Ａ000」初診料の注11及

び区分番号「Ａ001」再診料の注15に規

定する外来感染対策向上加算（以下単

に「外来感染対策向上加算」という。）

並びに区分番号「Ａ234-2」の「３」感

染対策向上加算３の施設基準における

「新興感染症の発生時等に、都道府県等

の要請を受けて･･･発熱患者の診療等を

実施する体制」について、具体的には

どのような保険医療機関が該当するか。 

答 現時点では、新型コロナウイルス感

染症に係る診療・検査医療機関が該当

する。 

〔削除する〕 

特掲診療料の施設基準等 
在宅医療  

 【付】 在宅医療に規定する患者等 

947 施設基準告示 

別表第九 

右欄 

下から 

１行目 

ボソリチド製剤  〔追補⑵で追加〕 

エレヌマブ製剤 

アバロパラチド酢酸塩製剤 

カプラシズマブ製剤 

乾燥濃縮人C1-インアクチベーター製剤 

フレマネズマブ製剤 

メトトレキサート製剤 

チルゼパチド製剤 〔追補⑶で追加〕 

ボソリチド製剤 

エレヌマブ製剤 

アバロパラチド酢酸塩製剤 

カプラシズマブ製剤 

乾燥濃縮人C1-インアクチベーター製剤 

フレマネズマブ製剤 

メトトレキサート製剤 

チルゼパチド製剤 

ビメキズマブ製剤 

 
 

② 届出様式等の訂正（次の届出様式等を訂正） 

該当箇所 該当届出様式等 本追補の頁 

基 本 診 療 料 ・ 様 式  

Ａ500 看護職員処遇改善評価料  

追補⑵ 11・12枚目 様式２ 看護職員処遇改善評価料 賃金改善計画書 本追補12枚目 

13・14枚目 様式３ 看護職員処遇改善評価料 実績報告書 本追補14枚目 

特 掲 診 療 料 ・ 様 式  

医学管理等   

848 様式５の12の２ 生殖補助医療管理料に係る報告書 本追補16枚目 

手術   

1396 様式87の42の２ 精巣内精子採取術に係る報告書 本追補20枚目 
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様式２

保険医療機関名

Ⅰ．賃金改善実施期間

① 令和 年 月 ～　令和 年 月

Ⅱ．看護職員処遇改善評価料の見込額

②新規届出時又は４月１日時点における区分

区分 （ ） 　 点数 点

③賃金改善実施期間における、延べ入院患者数の見込み 人

④本評価料による収入の見込額（②×③×10円） 円

Ⅲ．賃金改善の見込額

⑤賃金改善実施期間において賃金の改善措置が実施される場合の当該措置の対象職員の賃金総額

円

⑥本評価料の改善措置が実施されない場合の当該措置の対象職員の賃金総額 円

⑦賃金改善の見込額（⑤－⑥） 円

⑦は④以上か

Ⅳ．看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）に係る事項

⑧看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）の常勤換算数 人

⑨看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）の賃金改善の見込額 円

⑩ベア等による引上げ分 円

（基本給又は決まって毎月支払われる手当による引上げ分）

⑪ベア等の割合（⑩÷⑨） ％

⑩が⑨の2/3以上であるか

Ⅴ．処遇改善の対象に加える看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）以外の

職員に係る事項

⑬賃金改善の対象に加える看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）以外の職員の

　常勤換算数 人

⑭看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）以外の職員の賃金改善の見込額 （⑦－⑨）

円

⑮ベア等による引上げ分 円

（基本給又は決まって毎月支払われる手当による引上げ分）

⑯ベア等の割合（⑮÷⑭） ％

⑮が⑭の2/3以上であるか

⑫看護職員等に加え、
賃金の改善措置の対象
に加える職種

看護職員処遇改善評価料　賃金改善計画書（令和　　年度分）

保険医療機関コード
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様式３

保険医療機関名

Ⅰ．看護職員処遇改善評価料の実績額

①本評価料の区分

a 令和 年 月 ～ 令和　 年 月 点

b 令和 年 月 ～ 令和　 年 月 点

c 令和 年 月 ～ 令和　 年 月 点

d 令和 年 月 ～ 令和　 年 月 点

②算定回数

a 令和 年 月 ～ 令和　 年 月 回

b 令和 年 月 ～ 令和　 年 月 回

c 令和 年 月 ～ 令和　 年 月 回

d 令和 年 月 ～ 令和　 年 月 回

計 回

③本評価料による収入の実績額

a 令和 年 月 ～ 令和　 年 月 円

b 令和 年 月 ～ 令和　 年 月 円

c 令和 年 月 ～ 令和　 年 月 円

d 令和 年 月 ～ 令和　 年 月 円

計 円

Ⅱ．賃金改善の実績額

④賃金改善実施期間において賃金の改善措置が実施された対象職員の賃金総額 円

⑤本評価料の改善措置が実施されなかった場合の当該措置の対象職員の賃金総額 円

⑥賃金改善の実績額（④－⑤） 円

⑥は③以上か

Ⅲ．看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）に係る事項

⑦看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）の常勤換算数 人

⑧看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）の賃金改善の実績額 円

⑨ベア等による引上げ分 円

（基本給又は決まって毎月支払われる手当による引上げ分）

⑩ベア等の割合（⑨÷⑧） ％

⑨が⑧の2/3以上であるか

看護職員処遇改善評価料　実績報告書（令和　　年度分）

算定期間 点数の区分 点数

算定回数算定期間

算定期間 実績額

保険医療機関コード
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Ⅳ．処遇改善の対象に加える看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）以外の

　職員に係る事項

⑫賃金改善の対象に加える看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）以外の職員の

　常勤換算数 人

⑬看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）以外の職員の賃金改善の実績額 （⑥－⑧）

円

⑭ベア等による引上げ分 円

（基本給又は決まって毎月支払われる手当による引上げ分）

⑮ベア等の割合（⑭÷⑬） ％

⑭が⑬の2/3以上であるか

Ⅴ．賃金改善実施期間

⑯ 令和 年 月 ～　 令和 年 月

本計画書の記載内容に虚偽が無いことを証明するとともに、記載内容を証明する資料を適切に保管

していることを誓約します。

令和 年 月 日 開設者名：

【記載上の注意】

１　報告対象年度において複数の種類の点数区分を取得した場合、Ⅰの各項目には、すべての区分・点

数及び算定期間に係る事項を記載すること。

２　「④賃金改善実施期間において賃金の改善措置が実施された対象職員の賃金総額」、「⑤本評価料

の改善措置が実施されなかった場合の当該措置の対象職員の賃金総額」及び「⑨⑭ベア等による引

上げ分」は、報告対象年度の実績を記載すること。

３　「⑤本評価料の改善措置が実施されなかった場合の当該措置の対象職員の賃金総額」は、対象職員

に対する定期昇給による賃金上昇分も反映した額を記載すること。

４　「⑥賃金改善の実績額」に、基本給等の引き上げにより増加した法定福利費等の事業者負担分が含

まれる場合であっても、「⑧看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）の賃金改善の実

績額」及び「⑬看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）以外の職員の賃金改善の実績

額」には、基本給等の引き上げにより増加した法定福利費等の事業者負担分を含めないこと。

 ４５ 「⑦看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）の常勤換算数」及び「⑫賃金改善の

対象に加える看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）以外の職員の常勤換算数」は、

報告対象年度の各月１日の対象となる職員の平均人数を記載すること。また、小数点第二位を四捨

五入した数を記入すること。

 ５６　「⑪看護職員等に加え、賃金の改善措置の対象に加える職種」は、本点数による収入により

処遇改善を行った職種であって、保健師、助産師、看護師及び准看護師以外の職種をすべて

記載すること。

⑪看護職員等に加え、賃金の
改善措置の対象に加える職種
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様式５の 12 の２ 

 

生殖補助医療管理料に係る報告書 

 

  医 療 機 関 名 ：              

報 告 年 月 日 ：    年  ７ 月    日 

 

１ 配置人員、治療内容、実施事項について（必須記載事項） 

（□には、該当するものに「✓」を記入すること。） 

１－１ 

配置人員 

産婦人科専門医 

うち、生殖医療専門医 

泌尿器科専門医 

うち、生殖医療専門医 

看護師 

胚培養士／エンブリオロジスト 

コーディネーター 

カウンセラー 

（   ）名 

（   ）名 

（   ）名 

（   ）名 

（   ）名 

（   ）名 

（   ）名 

（   ）名 

 

１－２ 

治療内容 

治療の種類 年間実施件数（    年度） 

人工授精 

採卵術 

体外受精 

顕微授精 

新鮮胚移植 

凍結・融解胚移植 

（      ）件 

（      ）件 

（      ）件 

（      ）件 

（      ）件 

（      ）件 

 

１－３ 

実施事項 

自医療機関の不妊治療の結果による妊娠に関して、公益

社団法人日本産科婦人科学会における個別調査票（治療

から妊娠まで及び妊娠から出産後まで）への登録を行っ

ている。 

□ 該当する 

□ 該当しない 

自医療機関で分娩を取り扱わない場合には、妊娠した患

者を紹介し、妊娠から出産に至る全ての経過について報

告を受ける等、分娩を取り扱う他の医療機関と適切な連

携をとっている。（自医療機関で分娩を取り扱っている

場合は回答不要） 

□ 該当する 

□ 該当しない 

国が示す不妊症に係る医療機関の情報提供に関する事業

に協力している。 

□ 該当する 

□ 該当しない 

医療安全管理体制が確保されている 

① 医療に係る安全管理のための指針を整備し、医療機

関内に掲げている 

□ 該当する 

□ 該当しない 

② 医療に係る安全管理のための委員会を設置し、安全

管理の現状を把握している 

□ 該当する 

□ 該当しない 

③ 医療に係る安全管理のための職員研修を定期的に実

施している 

□ 該当する 

□ 該当しない 
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④ 医療機関内における事故報告等の医療に係る安全の

確保を目的とした改善のための方策を講じている 

□ 該当する 

□ 該当しない 

⑤ 自医療機関において保存されている配偶子、受精卵

の保存管理及び記録を安全管理の観点から適切に行

っている 

□ 該当する 

□ 該当しない 

⑥ 体外での配偶子・受精卵の操作に当たっては、安全

確保の観点から必ずダブルチェックを行う体制を構

築しており、ダブルチェックは、実施責任者の監督

下に、医師・看護師・胚培養士／エンブリオロジス

トのいずれかの職種の職員２名以上で行っている。 

□ 該当する 

□ 該当しない 

倫理委員会を設置している 

※ 委員構成等については、公益社団法人日本産科婦人

科学会の会告「生殖補助医療実施医療機関の登録と報

告に関する見解」に準ずる 

□ 該当する 

□ 該当しない 

公益財団法人日本医療機能評価機構の実施する医療事故

情報収集等事業に登録・参加している 

□ 該当する 

□ 該当しない 

不妊治療にかかる記録については、保存期間を 20 年以

上としている 

□ 該当する 

□ 該当しない 

里親・特別養子縁組制度の普及啓発等や関係者との連携

を実施している 

□ 該当する 

□ 該当しない 

 

２ 治療実績、来院患者情報、治療指針について（任意記載） 

２－１ 治療実績について 

○ 前年度に、治療開始時点において 35 歳以上 40歳未満である女性に対して実施した治療の

実績 

 

【新鮮胚（卵）を用いた治療成績】 

 IVF-ET Split ICSI 合計 

採卵総回数（回）     

移植総回数（回）     

妊娠数（回）     

生産分娩数（回）     

移植あたり生産率（%）     

IVF-ET：採卵により得られた全ての卵子に対し、体外受精を実施 

Split：採卵により得られた卵子に対し、体外受精と顕微授精に分けて実施 

ICSI：採卵により得られた全ての卵子に対し、顕微授精を実施 

 

【凍結胚を用いた治療成績】 

 融解胚子宮

内移植 

移植総回数（回）  

妊娠数（回）  

生産分娩数（回）  

移植あたり生産率（%）  
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２－２ 来院患者情報 

○ 前年度に体外受精・顕微授精・胚移植を行った患者数（実数） 

25 歳未満：（  ）名 

25 歳以上 30歳未満：（  ）名 

30 歳以上 35歳未満：（  ）名 

35 歳以上 40歳未満：（  ）名 

40 歳以上 43歳未満：（  ）名 

43 歳以上：（  ）名 

 

 

 

２－３ 治療指針について 

○ 施設における統一された治療指針がありましたら記載して下さい。 

 

（治療指針の例） 

・ 治療のステップアップ・ステップダウンに関する考え方 

・ 年齢に応じた治療の選択 

・ 調節卵巣刺激法（自然周期・低刺激、高刺激等）の選択 

 等 
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［記載上の注意］ 

１ 各項目について、報告年の４月１日時点の状況について記載すること。 

２ 「１－１」の配置人員について、人員の算出は、常勤換算で行うこと。病院で定めた医師の１

週間の勤務時間が、32 時間未満の場合は、32 時間以上勤務している医師を常勤医師とし、その

他は非常勤医師として常勤換算する。（医療法第 25 条第１項） 

３ 「１－１」の配置人員について、胚培養士／エンブリオロジストについては、生殖補助医療胚

培養士又は臨床エンブリオロジスト等の認定を受けている者又は大学において胚培養に関する専

門的な教育を受けた者であって胚を取り扱う業務に従事しているものを記載すること。ただし、

産婦人科専門医又は泌尿器科専門医が兼務している場合は、人数に含めない。 

４ 「１－１」の配置人員について、コーディネーター及びカウンセラーについては、産婦人科専

門医・泌尿器科専門医・看護師・胚培養士／エンブリオロジストが兼務する場合には、コーディ

ネーター及びカウンセラーには含めないこと。 

５ 「１－２」の治療内容、「２－１」の治療実績及び「２－２」の来院患者情報については、報

告の前年度１年間の実績を記載すること。 
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様式 87 の 42 の２ 

 

精巣内精子採取術に係る報告書 

 

 医 療 機 関 名 ：              

報 告 年 月 日 ：    年  ７ 月    日 

 

 

１ 配置人員、治療内容、実施事項について（必須記載事項） 

（□には、該当するものに「✓」を記入すること。） 

１－１ 

配置人員 

泌尿器科専門医 

うち、生殖医療専門医 

産婦人科専門医 

うち、生殖医療専門医 

看護師 

コーディネーター 

カウンセラー 

（   ）名 

（   ）名 

（   ）名 

（   ）名 

（   ）名 

（   ）名 

（   ）名 

 

１－２ 

治療内容 

治療の種類 年間実施件数（    年度） 

精巣内精子採取術 

顕微鏡下精巣内精子採取術 

（      ）件 

（      ）件 

 

１－３ 

実施事項 

医療安全管理体制が確保されている 

① 医療に係る安全管理のための指針を整備し、医療機

関内に掲げている 

□ 該当する 

□ 該当しない 

② 医療に係る安全管理のための委員会を設置し、安全

管理の現状を把握している 

□ 該当する 

□ 該当しない 

③ 医療に係る安全管理のための職員研修を定期的に実

施している 

□ 該当する 

□ 該当しない 

④ 医療機関内における事故報告等の医療に係る安全の

確保を目的とした改善のための方策を講じている 

□ 該当する 

□ 該当しない 

⑤ 自医療機関において保存されている精子の保存管理

及び記録を安全管理の観点から適切に行っている 

□ 該当する 

□ 該当しない 

倫理委員会を設置している 

※ 委員構成等については、公益社団法人日本産科婦人

科学会の会告「生殖補助医療実施医療機関の登録と報

告に関する見解」に準ずる 

□ 該当する 

□ 該当しない 

公益財団法人日本医療機能評価機構の実施する医療事故

情報収集等事業に登録・参加している 

□ 該当する 

□ 該当しない 

不妊治療にかかる記録については、保存期間を 20 年以

上としている 

□ 該当する 

□ 該当しない 

国が示す不妊症に係る医療機関の情報提供に関する事業

に協力している。 

□ 該当する 

□ 該当しない 
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里親・特別養子縁組制度の普及啓発等や関係者との連携

を実施している 

□ 該当する 

□ 該当しない 

 

２ 来院患者情報について（任意記載） 

２－１ 来院患者情報 

○ 前年度に精巣内精子採取術を行った患者数（実数） 

20 歳未満：（  ）名 

20 歳以上 30歳未満：（  ）名 

30 歳以上 40歳未満：（  ）名 

40 歳以上 50歳未満：（  ）名 

50 歳以上：（  ）名 

 

 

 

［記載上の注意］ 

１ 各項目について、報告年の４月１日時点の状況について記載すること。 

２ 「１－１」の配置人員について、人員の算出は、常勤換算で行うこと。病院で定めた医師の１

週間の勤務時間が、32 時間未満の場合は、32 時間以上勤務している医師を常勤医師とし、その

他は非常勤医師として常勤換算する。（医療法第 25 条第１項） 

３ 「１－１」の配置人員について、コーディネーターおよびカウンセラーについては、泌尿器科

専門医・産婦人科専門医・看護師が兼務する場合には、コーディネーターおよびカウンセラーに

は含めないこと。 

４ 「１－２」の治療内容及び「２－１」の来院患者情報については、報告の前年度１年間の実績

を記載すること。 
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■□4  Ｑ＆Ａ（疑義解釈資料） 

疑義解釈資料（その44・45・46）（厚生労働省保険局医療課事務連絡）により、施設基準の取扱い等が示されて
います（施設基準に関連する疑義解釈資料の概要は次のとおりです（取扱いは事務連絡を参照））。 

Ａ０００・注13／Ａ００１・注17／Ａ２３４-2・注４ サーベイランス強化加算 
ＪＡＮＩＳ、Ｊ－ＳＩＰＨＥへの

参加 

令和５年（2023年）４月１日以降に保険医療機関が新たにＪＡＮＩＳまたはＪ－ＳＩＰＨＥに参加し、届出を

行う場合、ＪＡＮＩＳまたはＪ－ＳＩＰＨＥにデータを提出していることを示す書類を添付 その45・問１ 

Ａ２３２・注２ がんゲノム拠点病院加算 
がんゲノム医療中核拠点

病院等の指定 

令和５年４月１日以降は、「がんゲノム医療中核拠点病院等の整備について」（令和４年８月１日 健

発0801第18号厚生労働省健康局長通知）に基づくがんゲノム医療中核拠点病院またはがんゲノム医療

拠点病院の指定      その44・問１ 
 

 

疑義解釈資料 

46頁 初・再診料【５】 Ａ０００・注13／Ａ００１・注17 サーベイランス強化加算 

331頁 入院基本料等加算【35】 Ａ２３４-2 感染対策向上加算 

その45（令和５年３月30日・事務連絡） 

問１ 区分番号「Ａ000」初診料の注13、区分番号「Ａ

001」再診料の注17及び区分番号「Ａ234-2」感染対

策向上加算の注４に規定するサーベイランス強化加

算について、「疑義解釈資料の送付について（その

８）」（令和４年５月13日事務連絡）において、「保険

医療機関が新たにJANIS又はJ-SIPHEに参加する場

合、令和５年３月31日までの間に限り、JANIS又は

J-SIPHEの参加申込書を窓口に提出した時点から当

該要件を満たすものとして差し支えない。」とされて

いるが【→50頁】、令和５年４月１日以降に保険医療

機関が新たにJANIS又はJ-SIPHEに参加する場合及

びJANIS又はJ-SIPHEから一度脱退した医療機関が

再び参加する場合について、どのように考えればよ

いか。 

 

答 令和５年４月１日以降に保険医療機関が新たにJA

NIS又はJ-SIPHEに参加し、当該加算の施設基準の

届出を行う場合、JANIS又はJ-SIPHEにデータを提

出していることを示す書類を添付すること。 

また、データ提出がないことにより参加登録を抹

消される※など、JANIS又はJ-SIPHEから一度脱退

した医療機関については、脱退した時点で速やかに

サーベイランス強化加算の届出を取り下げる必要が

あり、その後再びJANIS又はJ-SIPHEに参加し、サ

ーベイランス強化加算の施設基準の届出を行う際に

は、JANIS又はJ-SIPHEにデータを提出しているこ

とを示す書類を添付すること。 

 

※参考：「院内感染対策サーベイランス事業（JANIS）

に係る医療機関の参加要件について」（令和５年２月

24日付け厚生労働省健康局結核感染症課事務連絡） 
 

320頁 入院基本料等加算【32】 Ａ232 がん拠点病院加算 

その44（令和５年３月29日・事務連絡） 

問１ 区分番号「Ａ232」がん拠点病院加算の注２に規

定するがんゲノム拠点病院加算の施設基準において、

「『がんゲノム医療中核拠点病院等の整備について』

（令和元年７月19日健発0719第３号厚生労働省健康局

長通知）に基づき、がんゲノム医療中核拠点病院又

はがんゲノム医療拠点病院の指定を受けていること」

とされているが、「がんゲノム医療中核拠点病院等の

整備について」（令和４年８月１日健発0801第18号厚

生労働省健康局長通知）に基づき、令和５年４月１

日より新たにがんゲノム医療中核拠点病院等の指定

が行われた場合、令和５年４月１日以降どのように

取り扱えばよいか。 

答 当該施設基準の規定については、令和５年４月１

日以降、「『がんゲノム医療中核拠点病院等の整備に

ついて』（令和４年８月１日健発0801第18号厚生労働

省健康局長通知）に基づき、がんゲノム医療中核拠

点病院又はがんゲノム医療拠点病院の指定を受けて

いること」と読み替えること。 
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838頁 医学管理等【49】 Ｂ011-5 がんゲノムプロファイリング評価提供料 

その44（令和５年３月29日・事務連絡） 

問２ 区分番号「Ｂ011-5」がんゲノムプロファイリン

グ評価提供料について、「当該検査実施時に患者から

得られた同意に基づき、当該患者のがんゲノムプロ

ファイルの解析により得られた遺伝子のシークエン

スデータ（FASTQ又はＢAM）、解析データ（VCF

又はXML）及び臨床情報等を、保険医療機関又は検

査会社等からがんゲノム情報管理センター（C-CAT）

に提出した場合に算定する。」とされているが、問２

と同様、C-CAT検査データ転送システム利用規約を

遵守した上で、YAML形式で解析データを提出した

場合に算定できるか。 

答 算定可。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

959頁 検査【６】 Ｄ006-19 がんゲノムプロファイリング検査 

その44（令和５年３月29日・事務連絡） 

問２ 区分番号「Ｄ006-19」がんゲノムプロファイリ

ング検査について、「がんゲノムプロファイルの解析

により得られる遺伝子のシークエンスデータ

（FASTQ又はＢAM）、解析データ（VCF又はXML）

及び臨床情報等を、患者の同意に基づき、保険医療

機関又は検査会社等からがんゲノム情報管理センタ

ー（C-CAT）に提出する。」とされているが、解析

データについて、VCF又はXMLの形式のほか、C-

CAT検査データ転送システム利用規約を遵守した上

で、YAML形式で提出することは可能か。 

答 可能。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1551頁 調剤【4】 調剤10の3 服薬管理指導料 

その46（令和５年３月31日・事務連絡） 

問２ 電子版のお薬手帳について、「お薬手帳（電子版）

の運用上の留意事項について」（平成27年11月27日付

け薬生総発1127第４号厚生労働省医薬・生活衛生局

総務課長通知。以下「留意事項通知」という。）に代

えて、新たに「電子版お薬手帳ガイドラインについ

て」（令和５年３月31日薬生総発0331第１号厚生労働

省医薬・生活衛生局総務課長通知。以下「ガイドラ

イン通知」という。）が示されたが、服薬管理指導料

における電子版の手帳の扱いについて、どのように

考えればよいか。 

答 電子版の手帳については、ガイドライン通知の別

添の「２．運営事業者等が留意すべき事項」を満た

していれば、紙媒体の手帳と同様の取扱いとする。

その際、保険薬局においては、同別添の「３．提供

薬局等が留意すべき事項」を満たす必要がある。 

なお、ガイドライン通知において、「「実装すべき

機能」については、本通知の発出から１年を目処と

して実装」とされているため、令和６年３月末まで

は従前のとおり、留意事項通知の「第三 運営事業

者等が留意すべき事項」を満たした手帳であれば、

紙媒体の手帳と同様の取扱いとするが、引き続き、

保険薬局においては、同通知の「第二 提供薬局等

が留意すべき事項」を満たす必要がある。 
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■□5  新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う施設基準等の臨時的な取扱いの見直し 

令和５年（2023年）５月８日から新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが変更されたことに伴い、
診療報酬上の特例の取扱いが変更され、施設基準等の特例についても見直されました（事務連絡「新型コロナウイ
ルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いに
ついて」「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う施設基準等に関する臨時的な取扱いにつ
いて」参照）。 
施設基準等の特例の対象になるのは、次の医療機関です。 

対象医療機関等 新型コロナウイルス感染症患者受け入れ保険医療機関等 

新型コロナウイルス感染症患者受け入れ保険医療機関等に職員を派遣した保険医療機関等 

新型コロナウイルス感染症に感染し出勤ができない職員が在籍する保険医療機関等 

届け出た施設基準等を満たさなくなったものの、特例により届出を行わなかった場合、2023年10月における入院
基本料と特定入院料の施設基準に関する状況について自己点検を行い、2023年11月17日までに各地方厚生（支）局
へ点検結果を報告します。 
なお、厚生労働省より発出されている事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱い

について」は、すべて廃止されました（本書1586～1599頁は削除してください）。 

［月平均夜勤時間数等に１割以上の変動があった場合］ （４月６日事務連絡 ２．⑵・⑹） 

要件 事由 特例 期限 

月平均夜勤時間数 １割以上の一時的な変動があった場合 変更の届出不要 2023年９月30日 

１日当たり勤務する看護要員の数 

看護要員の数と入院患者の比率 

看護師・准看護師の数に対する看護師の比率 

※新型コロナウイルス感染症患者等を受け入れたことにより入院患者が一時的に急増等したこと、新型コロナウイルス感染症患者

等を受け入れた保険医療機関等に職員を派遣したこと、保険医療機関に勤務する職員が新型コロナウイルス感染症に感染し出勤
ができないことにより職員が一時的に不足したことを記録し、保管 

［患者等の診療実績等の要件］ （４月６日事務連絡 ２．⑶） 

要件 事由 特例 期限 

平均在院日数等の一定期間の実績 施設基準を満たさなくなった場合 変更の届出不要 2023年９月30日 

手術の実績件数等の患者等の診療実績等 

※新型コロナウイルス感染症患者を受け入れたことにより、届出病棟に診療報酬上の要件を満たさない状態の患者が入院した場

合、当該患者を除いて施設基準の要件を満たすか否を判断 

［対象医療機関等に該当しなくなった後の施設基準の取扱い等］ （４月６日事務連絡 ２．⑷） 

対象医療機関等に 

該当する期間 

対象期間から控除したうえで、控除した期間と同等の期間を遡及 

対象期間の実績値の代わりに、対象期間から対象医療機関等に該当する期間を除いた期間の平均値で算出 
 

［研修要件］ （４月６日事務連絡 ２．⑸） 

項目 要件 事由 特例 期限 

Ａ001・注12 地域包括診療加算 

Ｂ001-2-9 地域包括診療料 

慢性疾患の指導に係る適切な

研修 

２年毎の届出要件を満た

さなくなった場合 

引き続き 

算定可能 

2023年４月６日から

２年を経過した日 

歯科Ａ000・注１ 院内感染防止対策 院内感染防止対策に係る研修 ４年以内の受講要件を満

たさなくなった場合 

2023年９月30日 

 

［配置要件］ （４月６日事務連絡 ２．⑹④） 

項目 要件 事由 特例 期限 

A207-4／A308-3／Ａ311・注５／

Ａ311-3・注５ 看護職員夜間配置加算 

各病棟の人員配置 病棟の休棟 要件を満たす必要はない 2023年 

９月30日 

Ａ244 病棟薬剤業務実施加算 
 

［病棟薬剤業務の要件］ （４月６日事務連絡 ２．⑹④・⑤） 

項目 要件 事由 特例 期限 

Ａ244 病棟薬剤業務実施加算 病棟薬剤業務の実施時間 病棟の休棟 要件を満たす必要はない 2023年 

９月30日 病棟専任の薬剤師による

病棟薬剤業務の実施時間 

施設基準を満たさなくな

った場合 

変更の届出不要 

 

［人員要件］ （４月６日事務連絡 ２．⑹③） 

項目 要件 事由 特例 期限 

Ａ308・注４・イ 体制強化加算１ 専従医師に係る要件 施設基準を満たさなくな

った場合 

辞退の届出不要 

（算定は不可） 

2023年 

９月30日 
 

［施設基準の特例の取扱い］ （４月17日事務連絡） 

◎受入体制 

Ａ000・注11／Ａ001・注15 外来感染対策向上加算 
新興感染症の発生時等に、都道府

県等の要請を受けて発熱患者の診

療等を実施する体制 

○外来対応医療機関である旨を公表 

○受入患者を限定しない 

○受入患者を限定しない形に2023年８月末までに移行 その１・問５ 
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Ａ234-2・１ 感染対策向上加算１ 
新興感染症の発生時等に、都道府

県等の要請を受けて感染症患者を

受け入れる体制 

○2023年１月１日以降に新型コロナウイルス感染症に係る重点医療機関の指定を受けてい

たことがある医療機関

○過去６か月以内に新型コロナウイルス感染症患者に対する入院医療の提供の実績がある

その１・問３ 

Ａ234-2・２ 感染対策向上加算２ 
新興感染症の発生時等に、都道府

県等の要請を受けて疑い患者を受

け入れる体制 

○地域の診療所からの要請等に応じて新型コロナウイルス感染症を疑う患者を救急患者と

して診療し新型コロナウイルス感染症と診断する場合に、必要に応じて当該患者の受入

が可能な体制を確保

○過去６か月以内に新型コロナウイルス感染症患者に対する入院医療の提供の実績がある

その１・問４ 

Ａ234-2・３ 感染対策向上加算３ 
新興感染症の発生時等に、都道府

県等の要請を受けて発熱患者の診

療等を実施する体制 

○外来対応医療機関である旨を公表

○受入患者を限定しない

○受入患者を限定しない形に2023年８月末までに移行 その１・問５ 

◎研修

歯科Ａ000・２ 地域歯科診療支援病院歯科初診料  歯科Ａ000・注１ 歯科外来診療の院内感染防止対策  

歯科Ａ000・注9 歯科外来診療環境体制加算  かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所  在宅療養支援歯科診療所 

オンライン会議システムやWEB配

信を含むe-learning形式等を活

用した研修

○出席状況の確認、研修時間の確保、受講者からの質問への対応、研修内容の理解度の確

認等が行えるような形式で実施 その１・問11

調剤10の３・注６／調剤13の２・注４ 特定薬剤管理指導加算２ 
保険医療機関が実施する抗悪性腫

瘍剤の化学療法に係る研修会 

○リアルタイムでの画像を介したコミュニケーション（ビデオ通話）が可能な機器を用い

て実施されるものでも差し支えない その１・問12

関係事務連絡 

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う施設基準等に関する臨時的な取扱いについて 

（令和５年４月６日・厚生労働省保険局医療課事務連絡） 

今般、「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位

置づけの変更に伴う医療提供体制及び公費支援の見直

し等について」（令和５年３月10日新型コロナウイルス

感染症対策本部決定）において、新型コロナウイルス

感染症の位置づけの変更に伴う保険医療機関等の診療

報酬上の特例の見直しについて示されたところである。 

上記に伴い、これまで「新型コロナウイルス感染症

に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて」におい

てお示ししてきた施設基準等の特例について、令和５

年〔2023年〕５月８日以降の取扱いについては、別添

のとおり取り扱うこととしたので、その取扱いに遺漏

のないよう、貴管下の保険医療機関等に対し周知徹底

を図られたい。 

これらの取扱いについては、冬の感染拡大に先立ち、

今夏までの医療提供体制の状況等を検証しながら、必

要な見直しを行い、その上で、令和６年〔2024年〕４

月の診療報酬・介護報酬の同時改定において、恒常的

な感染症対応への見直しを行うこととしているため、

御留意いただきたい。 

なお、令和５年５月８日以降の診療報酬上の取扱い

については、本事務連絡及び「新型コロナウイルス感

染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う新型コロナ

ウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いに

ついて」（令和５年３月31日厚生労働省保険局医療課事

務連絡）【本追補29枚目】によることとし、これまで発

出した「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の

臨時的な取扱いについて」【→1586～1599頁】については

同日をもって廃止する。

別添 

１．定数超過入院の取扱いについて 

⑴ 「厚生労働大臣の定める入院患者数の基準及び医

師等の員数の基準並びに入院基本料の算定方法に

ついて」（平成18年３月23日保医発第0323003号）

の第１の２【→80頁】において、保険医療機関が

同通知第１の１に規定する病床数を超過して入院

させた場合、入院基本料を減額するものとされて

いるところであるが、新型コロナウイルス感染症

患者（新型コロナウイルス感染症と診断された患

者（新型コロナウイルス感染症から回復した患者

を除く。）をいう。以下同じ。）等を受け入れたこ

とにより超過入院となった場合においては、当面

の間、当該減額措置を適用しないものとすること。

⑵ 厚生労働大臣が指定する病院の病棟における療

養に要する費用の額の算定方法（令和４年厚生労

働省告示第75号）第１項の規定により療養に要す

る費用の額の算定を行う病院が同告示第４項第一

号に規定する病床数を超過して入院させた場合に

おいては、同告示第１項の規定による算定を行わ

ないものとされているところであるが、新型コロ

ナウイルス感染症患者等を受け入れたことにより

超過入院となった場合においては、当面の間、同

項の規定による算定を行うものとすること。

⑶ ⑴及び⑵により定数超過入院した際の入院料の

算定については、以下のとおりとする。

①原則 

実際に入院した病棟（病室）の入院基本料・

特定入院料を算定する。 
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②会議室等病棟以外に入院させる場合 

速やかに入院すべき病棟へ入院させることを

原則とするが、必要とされる診療が行われてい

る場合に限り、当該医療機関が届出を行ってい

る入院基本料のうち、当該患者が入院すべき病

棟の入院基本料を算定する。 

この場合、当該患者の状態に応じてどのよう

な診療や看護が行われているか確認できるよう、

具体的に診療録、看護記録等に記録すること。 

③医療法上、本来入院できない病棟に入院した場

合又は診療報酬上の施設基準の要件を満たさな

い患者が入院した場合 

○入院基本料を算定する場合 

入院した病棟の入院基本料を算定する。た

だし、結核病棟については、結核病棟入院基

本料の注３の規定にかかわらず、入院基本料

を算定する。 

○特定入院料を算定する場合 

医療法上の病床種別と当該特定入院料が施

設基準上求めている看護配置により、算定す

る入院基本料を判断すること。 

  

２．施設基準に係る特例について 

⑴ 施設基準に係る特例の期限について 

施設基準に係る特例については、以下⑵から⑺

までのとおりとし、⑷、⑸及び⑺を除き令和５年

〔2023年〕９月30日をもって終了する。なお、⑵及

び⑶の臨時的な取り扱いの対象とする保険医療機

関及び訪問看護ステーション（以下「対象医療機

関等」という。）は、次のとおりとする。 

ア 新型コロナウイルス感染症患者を受け入れた

保険医療機関等 

イ アに該当する保険医療機関等に職員を派遣し

た保険医療機関等（市町村等の要請により新型

コロナワクチン対応を行った保険医療機関を含

む。） 

ウ 新型コロナウイルス感染症に感染し出勤がで

きない職員が在籍する保険医療機関等 

※ ア～ウに該当する保険医療機関等について

は、新型コロナウイルス感染症患者を受け入

れた病棟、他の保険医療機関等に職員を派遣

した病棟及び感染し出勤できない職員が在籍

する病棟だけではなく、それ以外の病棟にお

いても、同様の取扱いとする。なお、ア～ウ

に該当する期間については、当該期間を含む

月単位で取り扱うこととする。 

⑵ 月平均夜勤時間数等に１割以上の変動があった

場合の取扱いについて 

① 新型コロナウイルス感染症患者を受け入れた

ことにより入院患者が一時的に急増等したこと、

新型コロナウイルス感染症患者を受け入れた保

険医療機関等に職員を派遣したこと又は保険医

療機関に勤務する職員が新型コロナウイルス感

染症に感染し出勤ができないことにより職員が

一時的に不足し、入院基本料の施設基準を満た

すことができなくなる保険医療機関については、

「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する

手続きの取扱いについて」（令和４年３月４日保

医発0304第２号。以下、「基本診療料の施設基準

通知」という。）の第３の１⑴【→20頁】の規定

にかかわらず、月平均夜勤時間数については、

１割以上の一時的な変動があった場合において

も、変更の届出を行わなくてもよいものとする

こと。 

② 新型コロナウイルス感染症患者を受け入れた

ことにより入院患者が一時的に急増等したこと、

新型コロナウイルス感染症患者を受け入れた保

険医療機関等に職員を派遣したこと又は保険医

療機関に勤務する職員が新型コロナウイルス感

染症に感染し出勤ができないことにより職員が

一時的に不足した保険医療機関については、基

本診療料の施設基準通知の第３の１⑶及び⑷

【→20頁】の規定にかかわらず、１日当たり勤務

する看護師及び准看護師又は看護補助者（以下

「看護要員という。」）の数、看護要員の数と入院

患者の比率並びに看護師及び准看護師の数に対

する看護師の比率については、１割以上の一時

的な変動があった場合においても、変更の届出

を行わなくてもよいものとすること。 

③ ①と②の同様の場合、ＤＰＣ対象病院について、

「ＤＰＣ制度への参加等の手続きについて」（令和

４年３月25日保医発0325第４号）の第１の４⑵

②に規定する「ＤＰＣ対象病院への参加基準を満

たさなくなった場合」としての届出を行わなく

てもよいものとすること。 

④ ①から③の届出を行わなくてもよいこととさ

れた保険医療機関においては、新型コロナウイ

ルス感染症患者等を受け入れたことにより入院

患者が一時的に急増等したこと、新型コロナウ

イルス感染症患者等を受け入れた保険医療機関

等に職員を派遣したこと又は保険医療機関に勤

務する職員が新型コロナウイルス感染症に感染

し出勤ができないことにより職員が一時的に不

足したことを記録し、保管しておくこと。 

⑤ ①及び②の場合においても、看護要員の労働

時間が適切であることが求められることは当然

のことであり、例えば、非常勤職員を新たに採

用するなど、看護要員の過重労働の防止に配慮

すべきである。 

⑶ 患者及び利用者の診療実績等に係る要件の取扱

いについて 

① 対象医療機関等に該当する場合は、平均在院

日数等の一定期間の実績を求める要件及び手術

の実績件数等の患者及び利用者の診療実績等に

係る要件について、基本診療料の施設基準等通

知、「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関

する手続きの取扱いについて」（令和４年３月４

日保医発0304第３号。以下「特掲診療料の施設

基準通知」）及び「訪問看護ステーションの基準

に係る届出に関する手続きの取扱いについて」

（令和４年３月４日保医発0304第４号）（以下、

「施設基準通知等」という。）における当該要件

を満たさなくなった場合においても、直ちに施

設基準及び届出基準の変更の届出を行わなくて

もよいものとする。 

② 対象医療機関等において、新型コロナウイル

ス感染症患者を受け入れたことにより、特定入
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院料等の届出を行っている病棟に診療報酬上の

要件を満たさない状態の患者が入院した場合

（例えば回復期リハビリテーション病棟に回復期

リハビリテーションを要する状態ではない患者

が入院した場合など）、当該患者を除いて施設基

準の要件を満たすか否を判断する。 

⑷ 対象医療機関等に該当しなくなった後の施設基

準の取扱い等について 

① 平均在院日数等の一定期間の実績を求める要

件及び直近の一定期間における手術の実績件数

等の患者及び利用者の診療実績等に係る要件に

ついて、当該一定期間に当該保険医療機関等が

対象医療機関等であった月が含まれる場合は、

以下ア又はイにより算出できることとする。 

ア．対象医療機関等に該当する期間については、

実績を求める対象とする期間から控除した上

で、控除した期間と同等の期間を遡及して実

績を求める対象とする期間とする。 

 

例１：ある年の４月から６月までの間に新型コロナウイルス感染症患者を受け入れた保険医療機関における、当該年の

11月時点での「直近１年間の実績」を求める対象とする期間 

前年 

８月 

 

９月 

 

10月 

 

11月 

 

12月 

当該年 

１月 

 

２月 

 

３月 

 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

 

10 月 

● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ★ ★ ★ 〇 ○ ○ ○ 

○：通常の取扱いのとおり、実績を求める対象とする月 

★：対象医療機関等に該当するため、実績を求める対象としない月 

●：実績期間から控除した月（★）の代用として、実績を求める対象とする月 

 

イ．対象医療機関等に該当する期間については、

当該期間の実績値の代わりに、実績を求める

対象とする期間から対象医療機関等に該当す

る期間を除いた期間の平均値を用いる。 

 

例２：ある年の８月から９月までの間に新型コロナウイルス感染症患者を受け入れた保険医療機関における、当該年の

11月時点での「直近３か月の実績」を求める対象とする期間 

○：通常の取扱いのとおり、実績を求める対象とする月 

■：対象医療機関等に該当するため、○の平均値を代用する月 

 

例３：ある年の５月から７月までの間に新型コロナウイルス感染症患者を受け入れた保険医療機関における、当該年の

11月時点での「直近１年間の実績」を求める対象とする期間 

前年 

11月 

 

12月 

当該年 

１月 

 

２月 

 

３月 

 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

 

10 月 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ■ ■ ■ ○ ○ ○ 

○：通常の取扱いのとおり、実績を求める対象とする月 

■：対象医療機関等に該当するため、○の平均値を代用する月 

 

② 「ＤＰＣ制度への参加等の手続きについて」（令

和２年３月27日保医発0327第６号）の第１の１

⑵④に規定する（データ/病床）比及びＤＰＣ対象

病院の機能評価係数Ⅱにおける診療実績に基づ

く指数（効率性指数、複雑性指数、カバー率指

数、救急医療指数、地域医療指数）の取扱いに

ついて、「対象医療機関等に該当する期間を、実

績を求める期間から控除した上で、控除した期

間と同等の期間を遡及して実績を求める期間と

することにより算出した場合」、「対象医療機関

等に該当する期間の実績値の代わりに、実績を

求める対象とする期間から対象医療機関等に該

当する期間を除いた期間の平均値を用いて算出

した場合」及び「通常と同様の取扱いをした場

合」を比較して最も高い値を用いる。 

⑸ 研修要件にかかる取扱いについて 

① 再診料【Ａ001】の注12地域包括診療加算【→

57頁】及び地域包括診療料【Ｂ001-2-9→782頁】

の施設基準に規定する慢性疾患の指導に係る適

切な研修について、２年毎の届出が必要とされ

ているが、新型コロナウイルスの感染拡大防止

のため、当該研修が中止される等のやむを得な

い事情により、研修に係る施設基準を満たせな

い場合、届出を辞退する必要はなく、引き続き

算定可能である。当該特例については、本事務

連絡発出【令和５年４月６日】から２年を経過

した日に終了する。 

② 歯科点数表の初診料【歯科Ａ000】の注１の施

設基準に規定する院内感染防止対策【→641頁】

に係る研修について、４年以内の受講が必要と

されているが、新型コロナウイルスの感染拡大

防止のため、当該研修が中止される等のやむを

得ない事情により、研修に係る施設基準を満た

せない場合、届出を辞退する必要はなく、引き

続き算定可能である。当該特例については、令

和５年９月30日に終了する。 

 

前年 

８月 

 

９月 

 

10月 

 

11月 

 

12月 

当該年 

１月 

 

２月 

 

３月 

 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

 

10 月 

            ■ ■ ○ 
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⑹ その他の取扱いについて 

① 月平均夜勤時間数については、同一入院基本

料を算定する病棟全体で算出することとされて

いるが、新型コロナウイルス感染症患者の受入

れのために月の途中から病床数又は病棟数を変

更した場合、診療報酬上の評価のための当該月

における月平均夜勤時間数を算出することは困

難であること、また、令和５年９月30日までの

間は月平均夜勤時間数について１割以上の一時

的な変動があった場合においても、変更の届出

を行わなくてもよいとされていることから、勤

務状況等について十分に把握するとともに、勤

務実績に係る記録を保管しておくことで差し支

えない。 

② 新型コロナウイルス感染症患者の受入れのた

めに特定集中治療室管理料等と同等の人員配置

として令和５年３月31日までに簡易な報告を行

った病棟について、ハイケアユニット入院医療

管理料【Ａ301-2→462頁】の施設基準における

病床数の上限について、特例的に超えてもよい

ものとする。 

③ 回復期リハビリテーション病棟入院料【Ａ308】

注４イの体制強化加算１【→514頁】について、

新型コロナウイルス感染症患者を受け入れたこ

と等により、専従医師に係る要件を満たさなく

なった場合、直ちに辞退の届出を行う必要はな

い。ただし、要件を満たしていない間、体制強

化加算１の算定はできない。 

④ 看護職員夜間配置加算【Ａ207-4→270頁／Ａ

308-3・注７→542頁／Ａ311・注５→570頁／Ａ

311-3・注５→588頁】、病棟薬剤業務実施加算

【Ａ244→377頁】等については、算定する保険医

療機関の各病棟において配置要件を満たすこと

が求められているが、新型コロナウイルス感染

症患者の受入れ等により休棟になる病棟につい

ては、配置要件を満たす必要はない。なお、病

棟薬剤業務実施加算における病棟薬剤業務の実

施時間の要件についても同様である。 

⑤ 病棟薬剤業務実施加算【Ａ244→377頁】の施

設基準において、病棟専任の薬剤師による病棟

薬剤業務の直近１か月の実施時間が合算して１

週間につき20時間相当に満たない病棟があって

はならないこととされているが、新型コロナウ

イルス感染症拡大防止のため病棟での滞在時間

を制限している場合等により施設基準を満たさ

なくなった場合については、直ちに変更の届出

を行う必要はない。 

⑺ 特例により届出を行わなかった対象医療機関等

における報告について 

対象医療機関等が、施設基準等を満たさなくな

った場合に特例により届出を行わなかった場合、

令和５年10月における入院基本料及び特定入院料

の施設基準に関する状況について自己点検を行い、

令和５年11月17日までに各地方厚生（支）局へ当

該点検結果を報告すること。なお、令和５年４月

１日以降に新たに施設基準を届け出た又は施設基

準の変更を行った保険医療機関等、施設基準通知

等において毎年７月に報告を求めている施設基準

であって、７月の報告において施設基準を満たし

ていた保険医療機関等については届出を省略して

差し支えない。 

当該報告において、施設基準を満たしていない

保険医療機関等については、速やかに変更の届出

を行うこと。 

また、報告様式については、別途お示しする予

定である。 

 

３．初診時の選定療養費の取扱いについて 

① 新型コロナウイルスの感染が疑われる患者が

「受診・相談センター」等において、複数の医療機

関の案内を受け、その中から患者自身が200床以上

の病院であって、外来対応医療機関である医療機

関を選択した場合、初診時の選定療養費の支払い

を求めないことができる、「その他、保険医療機関

が当該保険医療機関を直接受診する必要性を特に

認めた患者」に該当する。なお、初診時の選定療

養費の支払いを求める外来対応医療機関について

は、自治体のホームページにその旨公表すること。 

② 新型コロナウイルスの感染が疑われる患者につ

いて、都道府県等が設置する「受診・相談センタ

ー」等の案内によらず、患者自身が自治体のホー

ムページを閲覧するなどして、200床以上の病院で

あって、外来対応医療機関である医療機関を受診

した場合、初診時の選定療養費の支払いを求めな

いことができる、「その他、保険医療機関が当該保

険医療機関を直接受診する必要性を特に認めた患

者」に該当する。なお、初診時の選定療養費の支

払いを求める外来対応医療機関については、自治

体のホームページにその旨公表すること。 

 

４．その他の取扱いについて 

⑴ 臨時の医療施設開設の取扱いについて 

「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する

手続きの取扱いについて」（令和４年３月４日保医

発0304第２号）の第２の７【→20頁】において、

各月の末月までに基本診療料の施設基準の要件審

査を終え、届出を受理した場合の取扱いに係り、

月の最初の開庁日に要件審査を終えた場合を除き、

翌月の１日から当該届出に係る診療報酬を算定す

るとされているところである。新型コロナウイル

ス感染症患者等を受け入れるために緊急に開設す

る必要がある保険医療機関について、新たに基本

診療料の届出を行う場合においては、この規定に

かかわらず、当分の間、要件審査を終えた月の診

療分についても当該基本診療料を算定できること

とする。 

⑵ 抗ウイルス薬について 

小児科外来診療料【Ｂ001-2→769頁】、小児かか

りつけ診療料【Ｂ001-2-11→788頁】、在宅時医学

総合管理料【Ｃ002→896頁】、施設入居時等医学総

合管理料【Ｃ002-2→898頁】又は在宅がん医療総

合診療料【Ｃ003→905頁】を算定する患者に対し、

抗ウイルス剤（新型コロナウイルス感染症の効能

若しくは効果を有するものに限る。）を処方した場

合については、別途、薬剤料を算定できる。 
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関係事務連絡 

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上

の臨時的な取扱いについて （令和５年３月31日・厚生労働省保険局医療課事務連絡） 

今般、「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位

置づけの変更に伴う医療提供体制及び公費支援の見直

し等について」（令和５年３月10日新型コロナウイルス

感染症対策本部決定）において、新型コロナウイルス

感染症の位置づけの変更に伴う保険医療機関等の診療

報酬上の特例の見直しについて示されたところである。 

上記に伴い、これまで「新型コロナウイルス感染症

に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて」におい

てお示ししてきた診療報酬上の特例について、令和５

年〔2023年〕５月８日以降の取扱いについては、別添

１から別添４【別添４・略】のとおり取り扱うことと

したので、その取扱いに遺漏のないよう、貴管下の保

険医療機関等に対し周知徹底を図られたい。 

なお、これらの取扱いについては、冬の感染拡大に

先立ち、今夏までの医療提供体制の状況等を検証しな

がら、必要な見直しを行い、その上で、令和６年４月

の診療報酬・介護報酬の同時改定において、恒常的な

感染症対応への見直しを行うこととしているため、御

留意いただきたい。 

また、施設基準に関する特例の取扱い等については、

別途事務連絡を発出する予定であることを申し添える。 

 

別添１ 

医科診療報酬点数表関係 
 

【通則】 

〇 本事務連絡において、「新型コロナウイルス感染症

患者」とは、新型コロナウイルス感染症と診断され

た患者（新型コロナウイルス感染症から回復した患

者を除く。）をいう。 

〇 本事務連絡に掲載する算定区分及び診療報酬点数

については、診療報酬の算定方法（平成20年厚生労

働省告示第59号）別表第一医科診療報酬点数表によ

る。ただし、以下の項目の点数については、令和４

年診療報酬改定による改定前の点数を算定する。 

・Ａ205 救急医療管理加算１ 950点※１ 

・Ａ308-3 地域包括ケア病棟入院料の注５に規定す

る在宅患者支援病床初期加算 300点※２ 

【編注・参考】 

※１ 令和４年（2022年）４月１日以降も、旧医科点数表における

救急医療管理加算１の点数（950点）を基準として評価を行う。

（臨時的な取扱い（その69）（令和４年３月31日）問１）〕 

※２ 令和４年４月１日以降も、旧医科点数表における在宅患者支

援病床初期加算の点数（300点）を算定する。（臨時的な取扱い

（その69）（令和４年３月31日）問２）〕 

 

【医科診療報酬点数表に関する特例】  

 

１．外来における対応に係る特例 

⑴ 疑い患者の診療に係る特例について 

① 受入患者を限定しない外来対応医療機関（「新型

コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの

変更に伴う医療提供体制の移行及び公費支援の具

体的内容について」（令和５年３月17日厚生労働省

新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）

の２．⑶において示す発熱患者等の診療に対応す

る医療機関をいう。以下同じ。）であって、その旨

を公表しているものにおいて、新型コロナウイル

ス感染症患者又は新型コロナウイルス感染症であ

ることが疑われる者（以下「疑い患者」という。）

に対し、必要な感染予防策を講じた上で外来診療

を実施した場合には、院内トリアージ実施料

（300点）【Ｂ001-2-5→774頁】を算定できる。 

なお、「受入患者を限定しない外来対応医療機関」

には、受入患者を限定しない形に令和５年〔2023

年〕８月末までの間に移行する外来対応医療機関

を含めることとし、当該医療機関は５月８日以降

で受入患者を限定しない形に移行するまでの間も、

上記の要件を満たせば、院内トリアージ実施料

（300点）を算定できる。 

② 新型コロナウイルス感染症疑い患者の外来診療

を行う保険医療機関が①の院内トリアージ実施料

（300点）を算定する要件を満たしていない場合

において、新型コロナウイルス感染症患者又は疑

い患者に対し、必要な感染予防策を講じて診療を

行った場合には、Ｂ000【特定疾患療養管理料】の

２に規定する「許可病床数が100床未満の病院の場

合」の点数（147点）【→714頁】を算定する。 

③ 新型コロナウイルス感染症患者又は疑い患者に

対してのみ上記①における院内トリアージ実施料

（300点）を算定する保険医療機関については、

特掲診療料の施設基準等（平成20年厚生労働省告

示第63号）第三の四の四⑴に規定する院内トリア

ージ実施料の施設基準【→773頁】を満たしている

ものとみなすとともに、同告示第一に規定する届

出は不要とすること。 

なお、治療のため現に通院している新型コロナ

ウイルス感染症患者又は疑い患者について、必要

な感染予防策を講じた上で、診療を行った場合に

は、再診料等を算定した場合であっても、院内ト

リアージ実施料（300点）又はＢ000の２に規定

する「許可病床数が100床未満の病院の場合」の点

数（147点）を算定できる。 

④ 上記①の院内トリアージ実施料（300点）又は

②のＢ000の２に規定する「許可病床数が100床未

満の病院の場合」の点数（147点）を算定する保

険医療機関において、地域包括診療料【Ｂ001-2-9

→783頁】、認知症地域包括診療料【Ｂ001-2-10→

786頁】、小児かかりつけ診療料【Ｂ001-2-11→787

頁】等、初再診料が包括されている医学管理料を

算定している患者であって、新型コロナウイルス

感染症患者又は疑い患者に対し、必要な感染予防
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策を講じた上で診療を実施した場合にも、院内ト

リアージ実施料（300点）又はＢ000の２に規定

する「許可病床数が100床未満の病院の場合」の点

数（147点）を算定できる。 

⑵ 療養指導に係る特例について 

① 入院中の患者以外の新型コロナウイルス感染症

患者に対し、新型コロナウイルス感染症に係る診

療（往診、訪問診療及び電話や情報通信機器を用

いた診療を除く。）において、家庭内の感染防止策

や、重症化した場合の対応等の療養上の指導を実

施した場合にＢ000の２に規定する「許可病床数が 

100床未満の病院の場合」の点数（147点）を発症

日（無症状病原体保有者の場合は検体採取日）か

ら起算して７日以内に限り算定できる。なお、指

導内容の要点を診療録に記載すること。 

② ⑴①の院内トリアージ実施料（300点）又は⑴

②に示すＢ000の２に規定する「許可病床数が100

床未満の病院の場合」の点数（147点）の算定を

行った場合に、上記①に示すＢ000の２に規定する

「許可病床数が100床未満の病院の場合」の点数

（147点）について、併算定は可能である。 

⑶ その他加算の取扱い等について 

① 保険医療機関が外来対応医療機関として、当該

保険医療機関が表示する診療時間以外の時間にお

いて発熱患者等の診療等を実施する場合、Ａ000 

初診料の注７から注９まで【→33頁】に規定する

加算又はＡ001 再診料の注５から注７まで【→36

頁】に規定する加算若しくはＡ002 外来診療料の

注８及び注９【→37頁】に規定する加算【時間外

加算、休日加算、深夜加算、夜間・早朝等加算】

については、それぞれの要件を満たせば算定でき

る。なお、外来対応医療機関において、新型コロ

ナウイルス感染症患者又は疑い患者の診療を休日

又は深夜に実施する場合に、当該保険医療機関を

「救急医療対策の整備事業について」（昭和52年医

発第692号）に規定された保険医療機関又は地方自

治体等の実施する救急医療対策事業の一環として

位置づけられている保険医療機関とみなし、休日

加算又は深夜加算について、それぞれの要件を満

たせば、新型コロナウイルス感染症患者又は疑い

患者については算定できることとして差し支えない。 

② 保険医療機関が外来対応医療機関として、例え

ば、当該保険医療機関が表示する診療時間を超え

て新型コロナウイルス感染症患者又は疑い患者の

診療等を実施する等、当該保険医療機関における

診療時間の変更を要する場合であっても、当該保

険医療機関において、外来対応医療機関（診療・

検査医療機関を含む）として指定される以前より

表示していた診療時間を、当該保険医療機関にお

ける診療時間とみなすこととして差し支えない。 

③ 外来対応医療機関において、新型コロナウイル

ス感染症患者又は疑い患者の診療等を実施するた

めに診療時間の変更が生じた場合、Ａ001 再診料

の注10に規定する時間外対応加算（５点、３点、１

点）【→52頁】に係る届出の変更は不要である。 

④ 入院調整時の診療報酬の特例については、「９．

入院調整に係る特例」【本追補35枚目】を参照のこ

と。 

２．電話や情報通信機器を用いた診療等に係る特

例 

⑴ 電話や情報通信機器を用いた診療等に係る特例の

期限について電話や情報通信機器を用いた診療等に

係る特例については、以下の⑵及び⑶のとおりであ

り、当該特例については、令和５年〔2023年〕７月

31日をもって終了する。 

⑵ 初診料等に係る特例について 

① 初診からの電話や情報通信機器を用いた診療に

より診断や処方を行う場合について、Ａ000 初診

料の注２【→33頁】に規定する点数（214点）を

算定できる。また、医薬品の処方を行い、又はフ

ァクシミリ等で処方箋情報を送付する場合は、調

剤料、処方料、処方箋料、調剤技術基本料又は薬

剤料を算定することができる。なお、本取扱いに

より214点を算定する保険医療機関であって、令

和５年８月以降も情報通信機器を用いた診療を行

おうとするものについては、Ａ000 初診料の注１

ただし書き【→33頁】に規定する点数（251点）

を算定できるよう、令和５年７月31日までに情報

通信機器を用いた診療に係る施設基準【→39頁】

を届け出ること。 

② 慢性疾患等を有する定期受診患者等に対し、電

話や情報通信機器を用いた再診により診断や処方

を行った場合には、電話等再診料（73点）【Ａ001

→36頁】又は外来診療料（74点）【Ａ002→37頁】

を算定できる。また、医薬品の処方を行い、又は

ファクシミリ等で処方箋情報を送付する場合は、

調剤料【Ｆ000】、処方料【Ｆ100→1047頁】、処方

箋料【Ｆ400→1049頁】、調剤技術基本料【Ｆ500】

又は薬剤料を算定することができる。 

本取扱いにより外来診療料を算定する場合には、

診療報酬明細書の摘要欄に電話等による旨及び当

該診療日を記載すること。また、診療録への記載

については、電話等再診料の規定に基づいて対応

されたい。 

なお、本取扱いにより電話等再診料又は外来診

療料を算定する保険医療機関であって、令和５年

８月以降も情報通信機器を用いた診療を行おうと

するものについては、Ａ001 再診料又は Ａ002 外

来診療料注１ただし書きに規定する点数（73点）

を算定できるよう、令和５年７月31日までに情報

通信機器を用いた診療に係る施設基準を届け出る

こと。 

⑶ その他加算の取扱い等について 

① 慢性疾患又は精神疾患を有する定期受診患者に

対して、電話や情報通信機器を用いた診療及び処

方を行う場合であって、電話や情報通信機器を用

いた診療を行う以前より、対面診療において診療

計画等に基づき療養上の管理を行い、「情報通信機

器を用いた場合」が注に規定されている管理料等

に基づく管理を行う場合は、Ｂ000【特定疾患療養

管理料】の２に規定する「許可病床数が100床未満

の病院の場合」の点数（147点）【→714頁】を月

１回に限り算定できる。 

② ⑵①に示すＡ000 初診料の注２に規定する点数

（214点）、⑵①に示す電話等再診料（73点）又は

外来診療料（74点）を算定する場合の注加算につ
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いて、初診については、Ａ000 初診料の注６から

注９まで【→33頁】に規定する加算、再診につい

ては、Ａ001 再診料の注４から注７まで【→36頁】

に規定する加算又は注11【→36頁】に規定する加

算、Ａ002 外来診療料の注７から注９まで【→37

頁】に規定する加算【乳幼児加算、時間外加算、

休日加算、深夜加算、夜間・早朝等加算、明細書

発行体制等加算】について、それぞれの要件を満

たせば算定できる。 

③ 精神疾患を有する定期受診患者に対して、電話

や情報通信機器を用いた診療及び処方を行う場合

であって、電話や情報通信機器を用いた診療を行

う以前より、対面診療において精神科を担当する

医師が一定の治療計画のもとに精神療法を継続的

に行い、通院・在宅精神療法を算定していた患者

に対して、電話や情報通信機器を用いた診療にお

いても、当該計画に基づく精神療法を行う場合は、

Ｂ000の２に規定する「許可病床数が100床未満の

病院の場合」の点数（147点）を月１回に限り算

定できる。 

④ 訪問看護・指導計画に基づき、保険医療機関が

訪問を予定していた在宅患者訪問看護・指導料

【Ｃ005→912頁】、同一建物居住者訪問看護・指導

料【Ｃ005-1-2→914頁】又は精神科訪問看護・指

導料【Ｉ012→1162頁】を算定している患者につい

て、新型コロナウイルス感染症への感染を懸念す

る等の理由により当該患者等からの要望等があり、

訪問看護・指導が実施できなかった場合であって、

代わりに看護職員が電話等による病状確認や療養

指導等を行った場合は、当該保険医療機関は当該

患者について、訪問看護・指導体制充実加算

（150点）【Ｃ005・注15／Ｃ005-1-2・注６→914頁】

のみを算定できる。この場合において、電話等に

よる病状確認や療養指導等については、医師によ

る指示の下、患者又はその家族等に十分に説明し

同意を得た上で実施するものとし、その実施月に

訪問看護・指導を１日以上提供していること。ま

た、医師の指示内容、患者等の同意取得及び電話

等による対応の内容について記録に残すこと。 

なお、本取扱いにより訪問看護・指導体制充実

加算（150点）のみを算定する場合、当該保険医

療機関が訪問を予定していた日数に応じて、月１

回に限らず、電話等による対応を行った日につい

て算定できるものとする。なお、すでに当該加算

を算定している患者については、当該加算を別途

算定できる。 

また、本取扱いに係る患者に対してのみ訪問看

護・指導体制充実加算（150点）を算定する保険

医療機関については、特掲診療料の施設基準等第

四の四の三の四に規定する訪問看護・指導体制充

実加算の施設基準【→921頁】を満たしているもの

とみなすとともに、同告示第一に規定する届出は

不要とすること。 

⑤ Ｂ011-5 がんゲノムプロファイリング評価提供

料【→838頁】について、当該患者の疾患の状態等

を考慮した上で治療上必要と判断した場合に限り、

電話や情報通信機器を用いて結果を説明しても算

定できる。このとき、治療方針等について記載し

た文書を後日患者に渡すこと。 

 

３．入院における対応に係る特例 

⑴ 重症・中等症の新型コロナウイルス感染症患者に

対する診療に係る特例 

① 新型コロナウイルス感染症患者の受入れを行う

保険医療機関において、重症の新型コロナウイル

ス感染症患者について、救命救急入院料【Ａ300→

440頁】、特定集中治療室管理料【Ａ301→460頁】、

ハイケアユニット入院医療管理料【Ａ301-2→471

頁】、脳卒中ケアユニット入院管理料【Ａ301-3→

476頁】、小児特定集中治療室管理料【Ａ301-4→

481頁】、新生児特定集中治療室管理料【Ａ302→

488頁】、総合周産期特定集中治療室管理料【Ａ303

→493頁】又は新生児治療回復室入院医療管理料

【Ａ303-2→495頁】（以下「特定集中治療室管理料

等」という。）を算定する場合には、別表１【本追

補36枚目】に示す点数を算定できる。 

なお、重症の新型コロナウイルス感染症患者に

は、人工呼吸器管理等を要する患者のほか、これ

らの管理が終了した後の状態など、特定集中治療

室管理料等を算定する病棟における管理を要する

と医学的に判断される患者を含むものとすること。 

② 新型コロナウイルス感染症患者の受入れを行う

医療機関において、中等症以上の新型コロナウイ

ルス感染症患者（入院基本料又は特定入院料のう

ち、救急医療管理加算【Ａ205→245頁】を算定で

きるものを現に算定している患者に限る。）につい

ては、14日を限度として１日につき救急医療管理

加算１の100分の200に相当する点数（1,900点）

を算定できる。 

また、中等症以上の新型コロナウイルス感染症

患者のうち、継続的に診療が必要な場合には、15

日目以降も当該点数を算定できる。なお、その場

合においては、継続的な診療が必要と判断した理

由について、摘要欄に記載すること。 

なお、中等症の新型コロナウイルス感染症患者

には、酸素療法が必要な状態の患者のほか、免疫

抑制状態にある患者の酸素療法が終了した後の状

態など、急変等のリスクに鑑み、入院加療の必要

があると医学的に判断される患者を含むものとす

ること。 

③ 中等症以上の新型コロナウイルス感染症患者の

うち、呼吸不全を認める者については、呼吸不全

に対する診療及び管理（以下「呼吸不全管理」と

いう。）を要することを踏まえ、それらの診療の評

価として、呼吸不全管理を要する中等症以上の新

型コロナウイルス感染症患者（入院基本料又は特

定入院料のうち、救急医療管理加算を算定できる

ものを現に算定している患者に限る。）については、

14日を限度として１日につき救急医療管理加算１

の100分の300に相当する点数（2,850点）を

算定できる。 

また、呼吸不全管理を要する中等症以上の新型

コロナウイルス感染症患者のうち、継続的に診療

が必要な場合には、15日目以降も当該点数を算定

できる。なお、その場合においては、継続的な診

療が必要と判断した理由について、摘要欄に記載

すること。 

④  新型コロナウイルス感染症患者として入院して

いる患者であって、特定集中治療室管理料等の算

定日数の上限を超えてもなお、体外式心肺補助
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（以下「ＥＣＭＯ」という。）を必要とする状態であ

る場合や、ＥＣＭＯは離脱したものの人工呼吸器か

らの離脱が困難であるために特定集中治療室管理

料等を算定する病室での管理が医学的に必要とさ

れる場合、人工呼吸器管理に加えて急性血液浄化

を必要とする状態である場合及び急性血液浄化か

ら離脱したものの人工呼吸器からの離脱が困難で

あるために特定集中治療室管理料等を算定する病

室での管理が医学的に必要とされる場合について

は、算定日数の上限を超えても、特定集中治療室

管理料等を算定できる。なお、この場合において

は、継続的な診療が必要と判断した理由について、

摘要欄に記載すること。 

なお、救命救急入院料について、新型コロナウ

イルス感染症患者の受入れ等により、当該保険医

療機関内の特定集中治療室管理料等を算定する病

棟に入院できない場合には、「診療報酬の算定方法

の一部改正に伴う実施上の留意事項について」（令

和４年３月４日付け保医発0304第１号厚生労働省

保険局医療課長通知）第１章第２部第３節Ａ300⑶

【→442頁】の規定にかかわらず、患者の同意を得

た上で、救命救急入院料を算定できる。

⑵ 入院における感染対策の特例について

① 別表２【本追補36枚目】に示す入院料を算定す

る病棟において、新型コロナウイルス感染症患者

を必要な感染予防策を講じた上で保険医療機関に

入院させた場合、看護配置に応じて、１日につき

別表２に示す二類感染症患者入院診療加算【Ａ

210・２】に相当する点数を算定できる。

また、別表２に示す入院料又はＡ305 一類感染

症患者入院医療管理料【→499頁】を算定する病棟

以外の病棟において、新型コロナウイルス感染症

患者を必要な感染予防策を講じた上で保険医療機

関に入院させた場合、二類感染症患者入院診療加

算（250点）を算定できる。 

なお、いずれの場合においても、初日について

は、新型コロナウイルス感染症疑い患者について

も算定でき、その場合は摘要欄に新型コロナウイ

ルス感染症を疑う理由について記載すること。 

② 新型コロナウイルス感染症患者を個室又は陰圧

室に入院させた場合、別表２に示す入院料又はＡ

305 一類感染症患者入院医療管理料を算定する病

棟以外の病棟において、二類感染症患者療養環境

特別加算（300点、200点）【Ａ220-2】が算定で

きる。なお、初日については、新型コロナウイル

ス感染症疑い患者についても算定でき、その場合

は摘要欄に新型コロナウイルス感染症を疑う理由

について記載すること。

⑶ その他加算の取扱い等に係る特例について

① 地域包括ケア病棟入院料【Ａ308-3→555頁】を

算定している病棟で新型コロナウイルス感染症患

者を入院診療した場合、在宅患者支援病床初期加

算（300点）を算定できる。

② 療養病棟入院料【Ａ101→153頁】を算定してい

る病棟で新型コロナウイルス感染症患者を入院診

療した場合、在宅患者支援療養病床初期加算

（350点）【Ａ101・注６→154頁】を算定できる。

③ 新型コロナウイルス感染症患者が療養病棟入院

基本料を算定している病棟に入院した場合、基本

診療料の施設基準等別表第五の二に規定する「感

染症の治療の必要性から隔離室での管理を実施し

ている状態」【→146頁】とみなす。

④ 新型コロナウイルスに感染した妊婦について、

入院中にハイリスク妊娠管理を行った場合、ハイ

リスク妊娠管理加算（1,200点）【Ａ236-2→360頁】

を１入院につき10日を上限に算定できる。この場

合において、算定上限日数（１入院につき10日）

を超えて、入院による管理が医学的に必要とされ

る場合には、継続的な診療が必要と判断した理由

について摘要欄に記載した上で、11日目以降も算

定できる。

⑤ 新型コロナウイルスに感染した妊産婦について、

分娩を伴う入院中にハイリスク分娩管理を行った

場合、ハイリスク分娩管理加算（3,200点）【Ａ

237・１→364頁】を算定できる。この場合におい

て、当該加算の算定上限日数（１入院につき８日）

を超えて、入院による管理が医学的に必要とされ

る場合には、継続的な診療が必要と判断した理由

について摘要欄に記載した上で、９日目以降も算

定できる。

⑥ 入院中の新型コロナウイルス感染症患者に対し、

「日本リハビリテーション医学会感染対策指針

（COVID-19含む）」（日本リハビリテーション医

学会）等を参照し、必要な感染予防策を講じた上

で、心大血管疾患リハビリテーション料【Ｈ000→

1074頁】、脳血管疾患等リハビリテーション料【Ｈ

001→1081頁】、廃用症候群リハビリテーション料

【Ｈ001-2→1086頁】、運動器リハビリテーション料

【Ｈ002→1093頁】又は呼吸器リハビリテーション

料【Ｈ003→1098頁】を算定する場合に、１日につ

き１回、二類感染症患者入院診療加算（250点）

【Ａ210・２】を算定できる。

なお、地域包括ケア病棟入院料等、疾患別リハ

ビリテーションに係る費用が当該入院料に含まれ

る特定入院料を届け出ている病棟においても、上

記と同様の疾患別リハビリテーションを実施した

場合に、１日につき１回算定できる。また、⑵①

に示す二類感染症患者入院診療加算（250点）と

併算定して差し支えない。 

⑦ 高齢者施設等からの入院患者に係る診療報酬の

特例については「７．高齢者施設等における特例 

⑵」【本追補35枚目】を参照のこと。

４．新型コロナウイルス感染症患者の受入れに伴

う手続き等への柔軟な対応について 

⑴ 入院料の算定の特例について

新型コロナウイルス感染症患者の受入れのために、

救命救急入院料、特定集中治療室管理料、ハイケア

ユニット入院管理料と同等の人員配置とした病棟に

おいて、新型コロナウイルス感染症の患者又は本来

当該入院料を算定する病棟において受け入れるべき

患者を受け入れた場合には、それぞれの入院料に係

る簡易な報告を行うことにより、該当する入院料を

算定できることとされているが、既に報告を行って

いる保険医療機関については、当面の間、当該入院

料を引き続き算定できる。また、それぞれの入院料

の注に規定する加算については、それぞれの施設基
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準及び算定要件を満たし簡易な報告を行っていれば

算定できる。なお、本事務連絡発出以降に新たに運

用開始の報告をすることはできない。 

また、これらの入院料の算定に当たっては、患者

又はその家族等に対して、その趣旨等について十分

に説明するとともに、当該入院料を算定する病棟に

入院した理由等を記録し、保管しておくこと。 

⑵ 特定入院料等を算定する病棟でコロナ患者の入院

を受け入れた場合の特例について 

① 新型コロナウイルス感染症患者を地域包括ケア

病棟入院料等の特定入院料を算定する病棟に入院

させた場合、医療法上の病床種別と当該入院基本

料が施設基準上求めている看護配置等により算定

する入院基本料を判断の上、当該入院基本料を算

定できる。なお、入院料の変更の届出は不要であ

る。 

② 新型コロナウイルス感染症患者を都道府県から

受入病床として割り当てられた療養病床に入院さ

せた場合、一般病床とみなして、一般病棟入院基

本料のうち特別入院基本料（607点）【Ａ100・注

２→138頁】を算定できる。 

③ 新型コロナウイルス感染症患者を、障害者施設

等入院基本料【Ａ106→193頁】を算定する病棟の

うち７対１入院基本料又は10対１入院基本料を算

定する病棟に入院させた場合は急性期一般入院料

６（1,382点）【Ａ100・１・ヘ→138頁】を、13対

１入院基本料を算定する病棟に入院させた場合は

地域一般入院料２（1,153点）【Ａ100・２・ロ→

138頁】を、15対１入院基本料を算定する病棟に入

院させた場合は地域一般入院料３（988点）【Ａ

100・２・ハ→138頁】をそれぞれ算定できる。な

お、入院料の変更等の届出は不要である。 

④ 新型コロナウイルス感染症患者を、精神療養病

棟入院料【Ａ312→596頁】を算定している病棟に

入院させた場合、精神病棟入院基本料における特

別入院基本料（561点）【Ａ103・注２→171頁】を

算定できる。なお、入院料の変更等の届出は不要

である。 

⑤ 新型コロナウイルス感染症患者を、緩和ケア病

棟入院料【Ａ310→567頁】を算定している病棟に

当該患者を入院させた場合、急性期一般入院料６

（1,382点）を算定できる。なお、入院料の変更等

の届出は不要である。 

⑥ 15歳未満の新型コロナウイルス感染症患者（児

童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の２第２

項に規定する小児慢性特定疾病医療支援の対象で

ある場合は、20歳未満の新型コロナウイルス感染

症患者）を、小児入院医療管理料【Ａ307→508頁】

を算定する病棟に入院させた場合、一般病床の小

児入院管理料１、２、３又は４を算定する病棟に

入院させた場合は急性期一般入院料６（1,382点）、

同管理料５を算定する病棟に入院させた場合は地

域一般入院料３（988点）を算定できる。なお、

入院料の変更等の届出は不要である。 

⑶ 入院中の抗ウイルス剤に係る特例について 

① 新型コロナウイルス感染症の患者であって、厚

生労働大臣が指定する病院の病棟における療養に

要する費用の額の算定方法（平成20年厚生労働省

告示第93号）に基づき療養に要する費用の額を算

定する患者（同告示別表19の診断群分類点数表に

基づき療養に要する費用の額を算定する患者以外

の患者を除く。）に対し、抗ウイルス剤（新型コロ

ナウイルス感染症の効能若しくは効果を有するも

のに限る。）を投与した場合にあっては、当該薬剤

に係る費用を別に算定できる。 

② 地域包括ケア病棟入院料や療養病棟入院基本料

等の基本診療料の施設基準等（令和４年３月４日

厚生労働省告示第55号）別表第五の一の二【→146

頁】、第五の一の三【→542頁】、第五の一の四【→

571頁】及び第五の一の五【→597頁】に規定され

ている入院料を算定している病棟に入院している

新型コロナウイルス感染症患者については、抗ウ

イルス剤（新型コロナウイルス感染症の効能若し

くは効果を有するものに限る。）を療養上必要な事

項について適切な注意及び指導を行ったうえで投

与した場合に、抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型

肝炎の効能又は効果を有するもの及び後天性免疫

不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能若しくは効果を

有するものに限る。）とみなして、本剤に係る薬剤

料を算定できる。なお、調剤料や注射実施料等の

算定については特に定めのない限り、医科点数表

等の取扱いに基づき取り扱うことに留意されたい。 

 

５．回復患者の転院受け入れに係る特例 

① 新型コロナウイルス感染症から回復した後、引

き続き入院管理が必要な患者を受け入れた保険医

療機関においては、当該患者について、いずれの

入院料を算定する場合であっても、最初に転院し

た保険医療機関における入院日を起算日として60

日を限度として二類感染症患者入院診療加算【Ａ

210・２】の100分の300に相当する点数（750

点）を算定できる。 

② ①に加え、新型コロナウイルス感染症から回復

した後、引き続き入院管理が必要な患者を受け入

れた保険医療機関においては、最初に転院した保

険医療機関における入院日を起算日として14日を

限度として救急医療管理加算１（950点）を算定

できる。 

③ ①及び②については、やむを得ない事情により

再転院した場合についても、引き続き算定できる

が、起算日は最初に転院した保険医療機関におけ

る入院日を起算日とする。 

また、当該加算の算定に当たっては、診療報酬

明細書の摘要欄に、最初に転院した保険医療機関

における入院日及び転院前の保険医療機関におけ

る当該加算の算定日数をそれぞれ記載すること。

なお、当該保険医療機関に転院するよりも前に、

複数の転院がある場合は、それぞれの保険医療機

関における当該加算の算定日数を記載すること。 

 

６．在宅医療等に係る特例 

⑴ 往診等を実施した場合における特例について 

① 新型コロナウイルス感染症患者及び疑い患者に

対して、往診等を実施する場合であって、必要な

感染予防策を講じた上で当該患者の診療を行った

場合に、院内トリアージ実施料（300点）【Ｂ

001-2-5→774頁】を算定できる。 
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② 新型コロナウイルス感染症患者に対して、当該

患者又はその看護に当たっている者から新型コロ

ナウイルス感染症に関連した訴えについて往診を

緊急に求められ、速やかに往診しなければならな

いと判断し往診を実施した場合、あるいは、在宅

にて療養を行う新型コロナウイルス感染症患者で

あって、新型コロナウイルス感染症に関連した継

続的な診療の必要性を認め訪問診療を実施した場

合において、救急医療管理加算１（950点）を算

定できる。 

③ 上記②の場合であって、緊急往診加算（325点、

650点、750点、850点）【Ｃ000・注１→877頁】

の算定要件を満たしていれば、併算定して差し支

えない。 

④ 同一の患家等で２人以上の新型コロナウイルス

感染症患者を診察した場合の救急医療管理加算１

（950点）の算定については、２人目以降の新型

コロナウイルス感染症患者について、往診料を算

定しない場合においても算定できる。 

⑤ 新型コロナウイルス感染症患者に対して、在宅

酸素療法に関する指導管理を行った場合、在宅酸

素療法指導管理料２「その他の場合」（2,400点）

【Ｃ103・２→929頁】を算定できる。更に酸素ボン

ベ等を使用した場合には酸素ボンベ加算（880点、

3,950点）【Ｃ157】、酸素濃縮装置加算（4,000

点）【Ｃ158】、液化酸素装置加算（3,970点、

880点）【Ｃ159】、呼吸同調式デマンドバルブ加

算（291点）【Ｃ159-2】又は在宅酸素療法材料加

算（780点、100点）【Ｃ171】を算定できる。ま

た、「在宅酸素療法指導管理料 ２ その他の場合」

以外の第１款各区分に掲げる在宅療養指導管理料

のいずれかの所定点数を算定するものに対して、

在宅酸素療法を行う場合も同様である。ただし、

これらの場合において、新型コロナウイルス感染

症に係る対応である旨及び在宅酸素療法が必要と

判断した医学的根拠を診療報酬明細書の摘要欄に

記載すること。 

⑵ 医療機関が訪問看護を実施した場合における特例

について 

① 新型コロナウイルス感染症患者及び疑い患者に

対する訪問看護・指導を実施する場合について、

当該患者の状況を主治医に報告し、主治医から感

染予防の必要性についての指示を受けた上で、必

要な感染予防策を講じて当該患者の看護を行った

場合、在宅移行管理加算（250点）【Ｃ005・注11

／Ｃ005-1-2・注６→914頁】を月１回に限り算定

できる。当該患者が精神科訪問看護・指導料【Ｉ

012→1162頁】を算定する場合は、在宅患者訪問看

護・指導料を算定せずに、精神科訪問看護・指導

料及び在宅移行管理加算（250点）を、月１回に

限り算定できる。 

なお、既に在宅移行管理加算（250点）を算定

している利用者については、当該加算を別途月に

１回算定できる。 

② 新型コロナウイルス感染症患者に対して、保険

医療機関が緊急に訪問看護・指導を実施した場合、

当該保険医療機関が診療所又は在宅療養支援病院

以外であっても緊急訪問看護加算（265点）【Ｃ

005・注４／Ｃ005-1-2・注６→913頁】が算定でき

る。 

③ 新型コロナウイルス感染症患者に対して、保険

医療機関が緊急に訪問看護を実施した場合、長時

間訪問看護・指導加算（520点）【Ｃ005・注５／

Ｃ005-1-2・注６→913頁】又は長時間精神科訪問

看護・指導加算（520点）【Ｉ012・注５→1164頁】

を、訪問看護を行った時間を問わず１日につき１

回算定できる。 

④ 新型コロナウイルス感染症患者に対して、保険

医療機関が訪問看護・指導計画に定めた訪問看

護・指導を実施した場合、長時間訪問看護・指導

加算又は長時間精神科訪問看護・指導加算の100 

分の50に相当する点数（260点）を、訪問看護

を行った時間を問わず１日につき１回算定できる。 

⑤ 新型コロナウイルス感染症患者に対して、14日

を超えて週４日以上の頻回の訪問看護・指導が一

時的に必要な場合、同一月に更に14日を限度とし

て在宅患者訪問看護・指導料【Ｃ005→912頁】又

は同一建物居住者訪問看護・指導料【Ｃ005-1-2→

914頁】を算定できる。 

また、新型コロナウイルス感染症患者に対して、

14日を超えて週４日以上の頻回の訪問看護が一時

的に必要な場合、同一月に２回特別訪問看護指示

書を交付することが可能である。この特別訪問看

護指示書を月２回交付した場合、２回目の交付に

ついても特別訪問看護指示加算（100点）【Ｃ

007・注２→919頁】を算定できる。 

 

７．高齢者施設等における特例 

⑴ 施設内療養に係る特例について 

① 介護医療院若しくは介護老人保健施設（以下

「介護医療院等」という。）又は地域密着型介護老

人福祉施設若しくは介護老人福祉施設（以下「介

護老人福祉施設等」という。）に入所する者が新型

コロナウイルス感染症に感染した場合について、

当該患者又はその看護に当たっている者から新型

コロナウイルス感染症に関連した訴えについて往

診を緊急に求められ、速やかに往診しなければな

らないと判断し往診を実施した場合は、救急医療

管理加算１の100分の300に相当する点数

（2,850点）を算定できる。なお、往診ではなく、

看護職員とともに施設入所者に対してオンライン

診療を実施した場合は救急医療管理加算１（950

点）を算定できる。 

② 介護医療院等又は介護老人福祉施設等に入所す

る者が新型コロナウイルス感染症に感染した場合

について、当該患者又はその看護に当たっている

者からの新型コロナウイルス感染症に関連した訴

えについて往診を緊急に求められ、医師が速やか

に往診しなければならないと判断し、介護老人福

祉施設等の配置医師又は介護医療院等の併設保険

医療機関の医師がこれを行った場合は、初・再診

料、往診料等は別に算定できない（介護医療院に

入所する者に対し併設保険医療機関の医師が往診

した場合であって、介護医療院サービス費のうち

他科受診時費用を算定した場合においては、往診

料は別に算定できない。）が、緊急往診加算

（325点、650点、750点、850点）【Ｃ000・注

１→877頁】を算定できる。 
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③ 介護医療院等又は介護老人福祉施設等に入所す

る者が新型コロナウイルス感染症に感染した場合

について、必要な感染予防策を講じた上で、介護

老人福祉施設等の配置医師又は介護医療院等の併

設保険医療機関の医師が往診等を実施する場合は、

初・再診料、往診料等は別に算定できない（介護

医療院に入所する者に対し併設保険医療機関の医

師が往診した場合であって、介護医療院サービス

費のうち他科受診時費用を算定した場合において

は、往診料は別に算定できない。）が、院内トリア

ージ実施料（300点）【Ｂ001-2-5→773頁】を算

定できる。

④ 介護医療院等又は介護老人福祉施設等に入所す

る者が新型コロナウイルス感染症に感染した場合

について、医師が酸素療法に関する指導管理を行

った場合は、在宅酸素療法指導管理料２「その他

の場合」（2,400点）【Ｃ103・２→929頁】を算定

できる。

⑤ 介護療養病床等に入院している新型コロナウイ

ルス感染症患者又は介護医療院等に入所する新型

コロナウイルス感染症患者に対して、抗ウイルス

剤（新型コロナウイルス感染症の効能若しくは効

果を有するものに限る。）を、療養上必要な事項に

ついて適切な注意及び指導を行った上で投与した

場合に、特掲診療料の施設基準等第十六第二号に

規定する内服薬及び第三号に規定する注射薬【→

1578頁】のうち、「抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ

型肝炎の効能又は効果を有するもの及び後天性免

疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能又は効果を有

するものに限る。）」とみなして、本剤に係る薬剤

料を算定できる。なお、調剤料や注射実施料等の

算定については、特に定めのない限り、要介護被

保険者等である患者について療養に要する費用の

額を算定できる場合（平成20年厚生労働省告示第

128号）等に基づき取り扱うことに留意されたい。

⑥ 高齢者施設等における調剤の特例については、

別添３（調剤報酬点数表関係）「２．高齢者施設等

における調剤の特例」【本追補39枚目】を参照のこ

と。

⑵ 施設外への入院等に係る特例について

介護医療院等若しくは介護老人福祉施設等に入所

している者、特定施設若しくは地域密着型特定施設

に入居している者又は認知症対応型共同生活介護等

を受けている者若しくは在宅医療を受けている者が

新型コロナウイルス感染症に感染し、医師の判断に

より入院が必要と判断された場合であって、「リハビ

リテーション・介護サービスとの連携が充実した病

棟※」に入院した場合、当該病棟を有する保険医療

機関において、14日を限度として１日につき救急医

療管理加算１（950点）を算定できる。なお、当該

点数については３⑴②及び③に規定する救急医療管

理加算１（1,900～2,850点）と併算定して差し支

えない。

※「リハビリテーション・介護サービスとの連携が

充実した病棟」とは、以下のいずれにも該当する

病棟をいう。

イ 当該病棟に専従の常勤理学療法士、専従の常

勤作業療法士又は専従の常勤言語聴覚士が配置

されていること

ロ 入退院支援加算１又は２【Ａ246→392頁】を

届け出ていること

ハ 特定機能病院以外の医療機関であること

ニ 感染管理やコロナ患者発生時の対応について、

地域の介護保険施設等と連携していることが望

ましいこと

なお、算定にあたっては、上記イの配置状況が

確認できるよう、適切に記録をしておくこと。 

８．〔略〕 

９．入院調整に係る特例 

新型コロナウイルス感染症患者について、入院調

整を行った上で、入院先の医療機関に対し診療情報

を示す文書を添えて患者の紹介を行い、診療情報提

供料（Ⅰ）を算定する場合、救急医療管理加算１

（950点）を算定できる。なお、入院中の新型コロ

ナウイルス感染症患者に対しても同様の取扱いが可

能である。

小児科外来診療料等の診療情報提供料（Ⅰ）に係

る費用が当該管理料等に含まれる場合においても、

上記と同様に患者の紹介を実施した場合は救急医療

管理加算１（950点）を算定できる。 

また、本取扱いに係る患者に対してのみ救急医療

管理加算１を算定する保険医療機関については、基

本診療料の施設基準等第八の六の二に規定する救急

医療管理加算の施設基準【→243頁】を満たしている

ものとみなすとともに、同告示第一に規定する届出

は不要とすること。 
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（別表１） 

別添１（医科診療報酬点数表関係）中、３（１）①に規定する特定集中治療室管理料

等を算定する病棟に入院する新型コロナウイルス感染症患者については、次に示す点数

を算定できることとする。 

項目 点数 

A300救命救急入

院料 

救命救急入院料１ (1) ３日以内の期間 15,335点 

(2) ４日以上７日以内

の期間

13,875点 

(3) ８日以上14日以内

の期間

11,846点 

救命救急入院料２ (1) ３日以内の期間 17,703点 

(2) ４日以上７日以内

の期間

16,029点 

(3) ８日以上14日以内

の期間

14,057点 

救命救急入院料３ 

イ 救命救急入院料

(1) ３日以内の期間 15,335点 

(2) ４日以上７日以内

の期間

13,875点 

(3) ８日以上14日以内

の期間

11,846点 

ロ 広範囲熱傷特定集

中治療管理料

(1) ３日以内の期間 15,335点 

(2) ４日以上７日以内

の期間

13,875点 

(3) ８日以上60日以内

の期間

12,477点 

救命救急入院料４ 

イ 救命救急入院料

(1) ３日以内の期間 17,703点 

(2) ４日以上７日以内

の期間

16,029点 

(3) ８日以上14日以内

の期間

14,057点 

ロ 広範囲熱傷特定集

中治療管理料

(1) ３日以内の期間 17,703点 

(2) ４日以上７日以内

の期間

16,029点 

(3) ８日以上14日以内

の期間

14,057点 

(4) 15日以上60日以内

の期間

12,477点 

 

A301特定集中治

療室管理料 

特定集中治療室管理料１ (1) ７日以内の期間 21,317点 

(2) ８日以上14日以内

の期間

18,950点 

特定集中治療室管理料２ 

イ 特定集中治療室管

理料

(1) ７日以内の期間 21,317点 

(2) ８日以上14日以内

の期間

18,950点 

ロ 広範囲熱傷特定集

中治療管理料

(1) ７日以内の期間 21,317点 

(2) ８日以上60日以内

の期間

19,250点 

特定集中治療室管理料３ (1) ７日以内の期間 14,546点 

(2) ８日以上14日以内

の期間

12,177点 

特定集中治療室管理料４ 

イ 特定集中治療室管

理料

(1) ７日以内の期間 14,546点 

(2) ８日以上14日以内

の期間

12,177点 

ロ 広範囲熱傷特定集

中治療管理料

(1) ７日以内の期間 14,546点 

(2) ８日以上60日以内

の期間

12,477点 

A301-2ハイケア

ユニット入院医

療管理料

ハイケアユニット入院医療管理料１ 10,283点 

ハイケアユニット入院医療管理料２ 6,336点 

A301-3脳卒中ケアユニット入院医療管理料 9,020点 

A301-4小児特定集中治療室管理料 (1) ７日以内の期間 24,476点 

(2) ８日以上の期間 21,317点 

A302新生児特定

集中治療室管理

料 

新生児特定集中治療室管理料１ 15,809点 

新生児特定集中治療室管理料２ 12,651点 

A303総合周産期

特定集中治療室

管理料 

母体・胎児集中治療室管理料 11,072点 

新生児集中治療室管理料 15,809

点 

A303-2新生児治療回復室入院医療管理料 8,546点 

 

（別表２） 

別添１（医科診療報酬点数表関係）中、３（２）①に規定する入院料等を算定する病

棟に入院する新型コロナウイルス感染症患者については、看護配置に応じて、以下の点

数を算定できることとする。 

項目 点数 

（参考）施設基

準において求め

る看護配置 

A300 救命救急入

院料 

救命救急入院料１ 500 点 ４対１ 

救命救急入院料２ 1,000 点 ２対１ 

救命救急入院料３ 

イ 救命救急入院料

ロ 広範囲熱傷特定集中治

療管理料

500 点 ４対１ 

救命救急入院料４ 

イ 救命救急入院料

ロ 広範囲熱傷特定集中治

療管理料

1,000 点 ２対１ 

A301 特定集中治

療室管理料 

特定集中治療室管理料１ 1,000 点 ２対１ 

特定集中治療室管理料２ 

イ 特定集中治療室管理料

ロ 広範囲熱傷特定集中治

療管理料

1,000 点 ２対１ 

特定集中治療室管理料３ 1,000 点 ２対１ 

特定集中治療室管理料４ 

イ 特定集中治療室管理料

ロ 広範囲熱傷特定集中治

療管理料

1,000 点 ２対１ 

A301-2 ハイケア

ユニット入院医療

管理料

ハイケアユニット入院医療管

理料１
500 点 ４対１ 

ハイケアユニット入院医療管

理料２
500 点 ５対１ 

A301-3 脳卒中ケ

アユニット入院医

療管理料

脳卒中ケアユニット入院医療

管理料 750 点 ３対１ 

A301-4 小児特定

集中治療室管理料 

１ ７日以内の期間 1,000 点 ２対１ 

２ ８日以上の期間 1,000 点 ２対１ 

A302 新生児特定

集中治療室管理料 

新生児特定集中治療室管理料

１ 
750 点 ３対１ 

新生児特定集中治療室管理料

２ 
750 点 ３対１ 

A303 総合周産期

特定集中治療室管

理料 

母体・胎児集中治療室管理料 750 点 ３対１ 

新生児集中治療室管理料 
750 点 ３対１ 

以上 
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別添２ 

歯科診療報酬点数表関係 

 
【通則】 

〇 本事務連絡において、「新型コロナウイルス感染症

患者」とは、新型コロナウイルス感染症と診断され

た患者（新型コロナウイルス感染症から回復した患

者を除く。）をいう。 

〇 本事務連絡に掲載する算定区分及び診療報酬点数

については、次に掲げるものを除き、診療報酬の算

定方法別表第二歯科診療報酬点数表による。ただし、

以下の項目の点数については、令和４年診療報酬改

定による改定前の点数を算定する。 

・Ａ002 再診料 44点、53点、73点※３ 

・Ｉ030-2 非経口摂取患者口腔粘膜処置 100点※４ 

【編注・参考】 

※３ 令和４年（2022年）４月１日以降も、旧歯科点数表における

再診料により算定する。すなわち、施設基準の届出状況に応じて

対面診療において保険医療機関が算定していた再診料44点、53

点、73点をそれぞれ算定する。（臨時的な取扱い（その69）（令和

４年３月31日）問５）〕 

※４ 令和４年４月１日以降も、旧歯科点数表における非経口摂取

患者口腔粘膜処置の点数（100点）を１日につき１回算定する。

（臨時的な取扱い（その69）（令和４年３月31日）問６）〕 

 

【歯科診療報酬点数表に関する特例】  

 

１．新型コロナウイルス感染症患者に対する歯科

治療に係る特例 

① 歯科治療の延期が困難な新型コロナウイルス感

染症患者に対し、必要な感染予防対策を講じた上

で歯科治療を実施した場合にあっては、初診料

【歯科Ａ000】の注６に規定する歯科診療特別対応

加算、注９に規定する歯科外来診療環境体制加算

１及び注11に規定する歯科診療特別対応地域支援

加算【→640頁】に相当する点数を合算した点数

（298点、「新型コロナ歯科治療加算」という。）

を算定できる。なお、電話や情報通信機器を用い

た診療を実施した場合は、算定できない。 

② 新型コロナウイルス感染症患者に対して、当該

疾患の担当医から、歯科治療を行うに当たり当該

患者の全身状態や服薬状況等の必要な診療情報の

提供を受け、必要な管理及び療養上の指導等を行

った場合、歯科疾患管理料または歯科疾患在宅療

養管理料の算定の有無を問わず、歯科疾患管理料

【歯科Ｂ000-4】の注11に規定する総合医療管理加

算（50点）または歯科疾患在宅療養管理料【歯科

Ｃ001-3】の注４に規定する在宅総合医療管理加算

（50点）を１日につき１回算定できる。この場合、

同一保険医療機関の医科の担当医からの診療情報

の提供を受けた場合においても算定して差し支え

ないが、算定に当たっては当該情報提供に関する

内容を診療録に記載すること。また、新型コロナ

ウイルス感染症患者に対してのみ当該点数を算定

する保険医療機関においては、施設基準の届出は

不要である。なお、当該点数を算定する場合には、

診療報酬明細書の摘要欄に「コロナ特例」と記載

すること。 

③ 新型コロナウイルス感染症患者に対して歯科訪

問診療を行った場合であって、診療時間が20分未

満の場合であっても、歯科訪問診療料【歯科Ｃ000

→1462頁】の注４に規定する減算を行わず、所定

点数（1,100点）を算定できる。なお、当該点数

を算定する場合には、診療報酬明細書の摘要欄に

「コロナ特例」と記載すること。 

④ 新型コロナウイルス感染症患者又は現にその看

護に当たっている者からの訴えにより、速やかに

歯科訪問診療を行った場合、歯科訪問診療料の注

７に規定する加算【緊急歯科訪問診療加算、夜間

歯科訪問診療加算、深夜歯科訪問診療加算→1462

頁】を算定できる。なお、当該加算を算定する場

合には、診療報酬明細書の摘要欄に「コロナ特例」

と記載すること。 

⑤ 新型コロナウイルス感染症患者であって、呼吸

管理を行っている者に対して、口腔衛生状態の改

善を目的として、口腔の剥離上皮膜の除去等を行

った場合、非経口摂取患者口腔粘膜処置（100点）

を１日につき１回算定できる。なお、当該点数を

算定する場合には、診療報酬明細書の摘要欄に

「コロナ特例」と記載すること。 

⑥ 新型コロナウイルス感染症患者に対して、患者

の脈拍、経皮的動脈血酸素飽和度等を把握して歯

科治療を行った場合、歯科治療時医療管理料（45

点）【歯科Ｂ004-6-2→1448頁】又は在宅患者歯科

治療時医療管理料（45点）【歯科Ｃ001-4-2→1469

頁】を算定できる。また、新型コロナウイルス感

染症患者に対してのみ当該点数を算定する保険医

療機関においては、施設基準の届出は不要である。

なお、当該点数を算定する場合には、診療報酬明

細書の摘要欄に「コロナ特例」と記載すること。 

⑦ 新型コロナウイルス感染症患者であって、口腔

乾燥を訴える者に対して、服薬、栄養等の療養上

の指導を行った場合、歯科特定疾患療養管理料

（170点）【歯科Ｂ002→1454頁】を算定できる。な

お、当該点数を算定する場合には、診療報酬明細

書の摘要欄に「コロナ特例」と記載すること。 

 

２．電話や情報通信機器を用いた診療等に係る特

例 

⑴ 電話や情報通信機器を用いた診療等に係る特例の

期限について 

歯科診療における電話や情報通信機器を用いた診

療等に係る特例については、以下⑵のとおりであり、

当該特例については、令和５年〔2023年〕７月31日

をもって終了する。 

⑵ 初診料等に係る特例について 

① 初診から電話や情報通信機器を用いた診療によ

り診断や処方を行う場合には、当該患者の診療に

ついて、初診料１歯科初診料及び２地域歯科診療

支援病院歯科初診料のいずれかを算定している歯

科医療機関であっても、歯科訪問診療料【歯科Ｃ

000→1462頁】に規定する歯科訪問診療３（185点）
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を算定できる。また、医薬品の処方を行い、又は

ファクシミリ等で処方箋情報を送付する場合は、

調剤料【歯科Ｆ000】、処方料【歯科Ｆ100→1477

頁】、処方箋料【歯科Ｆ400→1477頁】、調剤技術基

本料【歯科Ｆ500】又は薬剤料を算定することがで

きる。算定した場合には、摘要欄に「コロナ特例」

と記載すること。また、初診から電話や情報通信

機器を用いた診療を実施した場合、初診料【歯科

Ａ000→639頁】の注５【乳幼児加算】、注７【時間

外加算、休日加算、深夜加算】及び注８【乳幼児

時間外加算、乳幼児休日加算、乳幼児深夜加算】

に規定する加算については、それぞれの要件を満

たせば算定できる。 

② 電話や情報通信機器を用いた診療を行う以前よ

り、対面診療において歯科疾患の療養上の管理を

行っている患者に対して電話等再診を行った場合

は、施設基準の届出状況に応じて再診料（44点、

53点、73点）のいずれかを算定する。なお、算

定した場合には、摘要欄に「コロナ特例」と記載

すること。また、電話等による再診を行った場合、

再診料の注３【乳幼児加算】、注５【時間外加算、

休日加算、深夜加算】、注６【乳幼児時間外加算、

乳幼児休日加算、乳幼児深夜加算】及び注９【明

細書発行体制等加算】に規定する加算については、

それぞれの要件を満たせば算定できる。 

③ 電話や情報通信機器を用いた診療を行う以前よ

り、対面診療において診療計画等に基づき療養上

の管理を行い、歯科疾患管理料又は歯科特定疾患

療養管理料を算定していた患者に対して、電話や

情報通信機器を用いた診療においても当該計画等

に基づく管理等を行う場合は、医学管理として歯

周病患者画像活用指導料（10点）【歯科Ｂ001-3】

及び歯科治療時医療管理料（45点）【歯科Ｂ004-

6-2→1447頁】の合計（55点）を月１回に限り算

定できる。 

なお、歯科疾患管理料を算定していた患者で歯

周病以外の口腔疾患の管理を行っていた場合又は

口腔内カラー写真を撮影していない場合であって

も、対面診療において療養上の管理を行っている

患者に対して電話等再診を行った場合には歯周病

患者画像活用指導料（10点）が算定できる。 

④ ①から③までに示す歯科診療における電話や情

報通信機器を用いた診療に係る特例は、原則とし

て処方を行った場合に算定できる。

 

別添３ 

調剤報酬点数表関係 

 

【通則】 

〇 本事務連絡において、「新型コロナウイルス感染症

患者」とは、新型コロナウイルス感染症と診断され

た患者（新型コロナウイルス感染症から回復した患

者を除く。）をいう。 

〇 本事務連絡に掲載する算定区分及び診療報酬点数

については、診療報酬の算定方法別表第三調剤報酬

点数表による。ただし、以下の項目の点数について

は、令和４年診療報酬改定による改定前の点数を算

定する。 

・薬剤服用歴管理指導料 43点、57点※５ 

【編注・参考】 

※５ 令和４年（2022年）４月１日以降も、電話を用いて服薬指導

を行った場合は、改定後の調剤点数表における服薬管理指導料等

の算定要件を満たせば、引き続き旧調剤点数表における薬剤服用

歴管理指導料【旧・調剤10】の点数（注に規定する加算（注５に

規定する加算を除く）を含む）等を算定できる。（臨時的な取扱

い（その69）（令和４年３月31日）問７・８）〕 

 

【調剤報酬点数表に関する特例】  

 

１．新型コロナウイルス感染症患者等に対する調

剤に係る特例 

① 保険薬局において、患家で療養する新型コロナ

ウイルス感染症患者に対して発行された処方箋に

基づき調剤する場合において、処方箋を発行した

医師の指示により、当該保険薬局の薬剤師が患家

を緊急に訪問し、当該患者に対して対面による服

薬指導その他の必要な薬学的管理指導を実施し、

薬剤を交付した場合には、在宅患者緊急訪問薬剤

管理指導料１（500点）【調剤15の２→1566頁】

を算定できる。 

また、上記の処方箋に基づく調剤において、緊

急に訪問し薬剤を交付した場合であって、対面に

よる服薬指導を実施する代わりに情報通信機器を

用いた服薬指導を実施した場合、又は当該患者の

家族等に対して対面若しくは情報通信機器による

服薬指導を実施した場合には、在宅患者緊急訪問

薬剤管理指導料２（200点）を算定できる。 

なお、これらの場合にあっては服薬管理指導料

及びかかりつけ薬剤師指導料等は併算定できない。

また、在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料に係る加

算は算定できないが、算定要件を満たしていれば

服薬管理指導料【調剤10の３→1551頁】に係る加

算を算定することができる。 

② 新型コロナウイルス感染症患者について、保険

医療機関から情報提供の求めがあった場合におい

て、当該患者の同意を得た上で、薬剤の使用が適

切に行われるよう、残薬を含めた当該患者の服薬

状況等について確認し、当該保険医療機関に必要

な情報を文書により提供等した場合に、服薬情報

等提供料１（30点）【調剤15の５→1518頁】を算

定できる。なお、この場合、月１回の上限を超え

て算定できる。 

③ 保険薬局において、新型コロナウイルス感染症

患者に対して新型コロナウイルス感染症治療薬を

交付するに当たり、副作用、併用禁忌等の当該医

薬品の特性を踏まえ、当該医薬品に係る医薬品リ

スク管理計画（RMP）を理解し、RMPに基づく

情報提供資材を活用するなどし、当該患者に対し

て当該薬剤の有効性及び安全性に関する情報を十

分に説明した上で、残薬の有無を確認し指導する

など当該薬剤に関する指導を行った場合には、服

薬管理指導料の「１」又は「２」の100分の200

に相当する点数（118点、90点）を算定できる。 
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２．高齢者施設等における調剤の特例 

① 保険薬局において、介護療養病床等に入院して

いる者又は介護医療院若しくは介護老人保健施設

に入所する新型コロナウイルス感染症患者に対し

て、保険医療機関から発行された処方箋に基づき

調剤する場合において、処方箋を発行した医師の

指示により、当該保険薬局の薬剤師が当該施設を

緊急に訪問し、当該患者又は現にその看護に当た

っている者に対して対面による服薬指導その他の

必要な薬学的管理指導を実施し、薬剤の交付した

場合には、在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料１

（500点）【調剤15の２→1566頁】及び薬剤料を算

定できる。 

また、上記の処方箋に基づく調剤において、緊

急に訪問し薬剤を交付した場合であって、対面に

よる服薬指導を実施する代わりに情報通信機器を

用いた服薬指導を実施した場合には、在宅患者緊

急訪問薬剤管理指導料２（200点）及び薬剤料を

算定できる。 

なお、これらの場合にあっては在宅患者緊急訪

問薬剤管理指導料に係る加算は算定できないが、

算定要件を満たしていれば服薬管理指導料【調剤

10の３→1551頁】に係る加算を算定することがで

きる。 

② 保険薬局において、地域密着型介護老人福祉施

設又は介護老人福祉施設に入所する新型コロナウ

イルス感染症患者に対して、保険医療機関から発

行された処方箋に基づき調剤する場合において、

処方箋を発行した医師の指示により、当該保険薬

局の薬剤師が当該施設を緊急に訪問し、当該患者

又は現にその看護に当たっている者に対して対面

による服薬指導その他の必要な薬学的管理指導を

実施し、薬剤を交付した場合には、在宅患者緊急

訪問薬剤管理指導料１（500点）を算定できる。 

また、上記の処方箋に基づく調剤において、緊

急に訪問し薬剤を交付した場合であって、対面に

よる服薬指導を実施する代わりに情報通信機器を

用いた服薬指導を実施した場合には、在宅患者緊

急訪問薬剤管理指導料２（200点）を算定できる。 

なお、これらの場合にあっては服薬管理指導料

及びかかりつけ薬剤師指導料等は併算定できない。

また、在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料に係る加

算は算定できないが、算定要件を満たしていれば

服薬管理指導料に係る加算を算定することができ

る。 

 

３．電話や情報通信機器を用いた服薬指導等に係

る特例 

⑴ 電話や情報通信機器を用いた診療等に係る特例の

期限について 

電話を用いた服薬指導等に関する特例については、

以下⑵のとおりであり、当該特例については、令和

５年〔2023年〕７月31日をもって終了する。 

 

 

 

⑵ 服薬管理指導料等に係る特例について 

① 患者が、保険薬局において電話による情報の提

供及び指導（以下「服薬指導等」という。）を希望

する場合であって、「新型コロナウイルスの感染拡

大に際しての電話や情報通信機器を用いた診療等

の時限的・特例的な取扱いについて」（令和２年４

月10日厚生労働省医政局医事課、医薬・生活衛生

局総務課事務連絡）又は「歯科診療における新型

コロナウイルス感染症の拡大に際しての電話や情

報通信機器を用いた診療等の時限的・特例的な取

扱いについて」（令和２年４月24日厚生労働省医政

局歯科保健課、医薬・生活衛生局総務課事務連絡）

２．⑴に基づき調剤を実施した場合、調剤技術料、

薬剤料、及び特定保険医療材料料を算定すること

ができ、さらに同事務連絡２．⑵に従って電話に

よる服薬指導等を行った場合、対面によるとされ

る要件以外の算定要件を満たせば薬学管理料を算

定することができる。ただし、服薬管理指導料に

ついては、これに代えて薬剤服用歴管理指導料

（注に規定する加算（注５に規定する加算を除く。）

を含む。）に掲げる点数（43点、57点）を算定す

ること。 

② 在宅患者訪問薬剤管理指導料を算定していた患

者に対して、薬学的管理指導計画に基づいた定期

的な訪問薬剤管理指導を予定していたが、新型コ

ロナウイルスへの感染を懸念した患者等からの要

望等があり、かつ、患者又はその家族等に十分に

説明し同意が得られている場合、訪問の代わりに

電話により必要な服薬指導を実施し、対面による

とされる要件以外の算定要件を満たせば、在宅患

者訪問薬剤管理指導料に代えて、薬剤服用歴管理

指導料の「１」（注に規定する加算（注５に規定す

る加算を除く。）を含む。）に掲げる点数（43点）

を算定することができる。 

なお、この場合において、「薬剤服用歴管理指導

料」の点数については、在宅患者訪問薬剤管理指

導料と合わせて月４回（末期の悪性腫瘍の患者及

び中心静脈栄養法の対象患者にあっては、週２回

かつ月８回）まで算定することができる。 

③ 居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理

指導費を算定している患者について、当月におい

て、新型コロナウイルスへの感染を懸念した患者

等からの要望等があり、かつ、患者又はその家族

等に十分に説明し同意が得られている場合、訪問

の代わりに電話により必要な服薬指導を実施し、

対面によるとされる要件以外の算定要件を満たせ

ば、薬剤服用歴管理指導料の「１」（注に規定する

加算（注５に規定する加算を除く。）を含む。）に

掲げる点数（43点）を算定することができる。た

だし、前月に居宅療養管理指導費又は介護予防居

宅療養管理指導費を１回以上算定している患者に

限ること。 

なお、この場合において、「薬剤服用歴管理指導

料」の点数については、月４回（末期の悪性腫瘍

の患者及び中心静脈栄養法の対象患者にあっては、

週２回かつ月８回）まで算定することができる。 

④ １①並びに２①及び②において、情報通信機器

に代えて電話を用いた服薬指導を実施した場合で

あっても、在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料２

（200点）【調剤15の２→1566頁】を算定すること

ができる。
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疑義解釈資料 

「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上
の臨時的な取扱いについて」にかかる疑義解釈資料の送付について〔その１〕 

 （令和５年４月17日・厚生労働省保険局医療課事務連絡） 

「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上
の臨時的な取扱いについて」にかかる疑義解釈資料の送付について（その２） 

 （令和５年４月27日・厚生労働省保険局医療課事務連絡） 

その１（令和５年４月17日・事務連絡）  

問７ 新型コロナウイルスに感染した（感染の疑いがあ

る場合を含む）医師が無症状であるなどにより自宅等

において療養を行っている場合に、保険医療機関以外

に所在する当該医師が、患者に対して電話や情報通信

機器を用いた診療を行う場合、当該診療にかかる診療

報酬を算定することは可能か。 

答 可能。ただし、情報通信機器を用いた診療を実施す

る場合は、「オンライン診療の適切な実施に関する指

針」（平成30年３月（令和５年３月一部改訂））に示さ

れる医師の所在に関し最低限遵守する事項を遵守する

こと。なお、Ａ000 初診料、Ａ001 再診料又はＡ002 

外来診療料注１ただし書き【→33頁】に規定する点数

を算定する場合には、情報通信機器を用いた診療を実

施した場所について、事後的に確認可能な場所である

こと。 

問９ 高齢者施設等における施設外への入院等に係る特

例について、「リハビリテーション・介護サービスと

の連携が充実した病棟」の要件として「ニ 感染管理

やコロナ患者発生時の対応について、地域の介護保険

施設等と連携していることが望ましいこと」とある

が、介護保険施設等とは具体的にどのような施設を指

すか。 

答 介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、

介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施

設、認知症対応型共同生活介護事業所、養護老人ホー

ム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き

高齢者向け住宅、短期入所生活介護事業所及び短期入

所療養介護事業所が該当する。 

問10 高齢者施設等における施設外への入院等に係る特

例について、「リハビリテーション・介護サービスと

の連携が充実した病棟」の要件として「ニ 感染管理

やコロナ患者発生時の対応について、地域の介護保険

施設等と連携していることが望ましいこと」とある

が、地域の介護保険施設等との連携について、具体的

にどのような体制を想定しているか。 

答 具体的には以下のような体制を想定している。 

・介護保険施設等からの電話等による相談への対応が

できること 

・介護保険施設等に入所する者が新型コロナウイルス

感染症に感染した場合について、当該患者又はその

看護に当たっている者から新型コロナウイルス感染

症に関連した訴えについて往診を緊急に求められ、

速やかに往診しなければならないと判断した場合に

往診を実施できること 

・やむを得ない理由により上記往診の実施が難しい場

合において、オンライン診療ができること 

・介護保険施設等に入所する者が新型コロナウイルス

感染症に感染し、往診又はオンライン診療を実施し

た際に入院の要否の判断及び必要に応じた入院調整

(当該医療機関以外への入院調整も含む)ができるこ

と 

 ※参考：新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけ

の変更に伴う医療提供体制の移行及び公費支援の具体的内

容について（厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推

進本部発令和５年３月17日付事務連絡） 

問13 新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づ

けの変更に伴う新型コロナウイルス感染症に係る診療

報酬上の特例の取扱いについて、令和５年〔2023年〕

５月８日から変更することとされているが、令和５年

５月７日以前より入院している患者における令和５年

５月８日以降の特例の算定について、どのように考え

ればよいか。 

答 令和５年５月31日までの間は、変更前の特例に基づ

いて算定すること。 

なお、令和５年６月１日以降は、当該患者の入院日

にかかわらず、変更後の特例に基づいて算定するこ

と。 

その２（令和５年４月27日・事務連絡）  

問３ 問１【→本追補42枚目】及び「新型コロナウイ

ルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う新

型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的

な取扱いについて」（令和５年３月31日保険局医療課

事務連絡）における「新型コロナウイルス感染症か

ら回復した患者」とは、どのような患者を指すのか。 

答 「新型コロナウイルス感染症診療の手引き」を参考

に、新型コロナウイルスの感染性がある期間が終了し

たと医学的に考えられる患者を指す。 

- 40 -

https://www.shaho.co.jp/wp-content/uploads/2023/05/230428j1.pdf
https://www.shaho.co.jp/wp-content/uploads/2023/05/230428j1.pdf
https://www.shaho.co.jp/wp-content/uploads/2023/05/230428j1.pdf


■□5  新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う施設基準等の臨時的な取扱いの見直し 

- 36 - 

46頁 【初・再診料 ５】 Ａ000・注11／Ａ001・注15 外来感染対策向上加算 

331頁 【入院基本料等加算 35】 Ａ234-2 感染対策向上加算 

その１（令和５年４月17日・事務連絡）  

問５ 区分番号「Ａ000」初診料の注11及び区分番号

「Ａ001」再診料の注15に規定する外来感染対策向上

加算（以下単に「外来感染対策向上加算」という。）

並びに区分番号「Ａ234-2」の「３」感染対策向上加

算３の施設基準における「新興感染症の発生時等

に、都道府県等の要請を受けて･･･発熱患者の診療等

を実施する体制」について、新型コロナウイルス感

染症の感染症法上の類型変更後において、どのよう

に考えたらよいか。 

答 現時点では、外来対応医療機関（「新型コロナウイ

ルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う医療

提供体制の移行及び公費支援の具体的内容について」

（令和５年３月17日付け厚生労働省新型コロナウイル

ス感染症対策推進本部事務連絡）の２．⑶において示

す発熱患者等の診療に対応する医療機関をいう。）で

あって、その旨を公表している医療機関のうち、受入

患者を限定しない又は受入患者を限定しない形に令和

５年８月末までに移行することとしているものが該当

する。 

なお、「疑義解釈資料の送付について（その１）」

（令和４年３月31日厚生労働省保険局医療課事務連絡）

の問10【→48・342頁】は廃止する。 

243頁 【入院基本料等加算 5】 Ａ205 救急医療管理加算 

その１（令和５年４月17日・事務連絡）  

問６ 新型コロナウイルス感染症患者について、入院

調整を行った上で、入院先の医療機関に対し診療情

報を示す文書を添えて患者の紹介を行い、診療情報

提供料（Ⅰ）を算定する場合、救急医療管理加算１

（950点）を算定できることとされているが、当該医

療機関が入院調整を行わず、各都道府県・保健所設

置市・特別区、医療関係団体、他医療機関、あるい

は外部業者等が入院調整を実施した場合に算定は可

能か。 

答 不可。 

問８ 介護医療院若しくは介護老人保健施設（以下

「介護医療院等」という。）、地域密着型介護老人福祉

施設若しくは介護老人福祉施設（以下「介護老人福

祉施設」という。）に入所する者が新型コロナウイル

ス感染症に感染した場合について、「往診ではなく、

看護職員とともに施設入所者に対してオンライン診

療を実施した場合は救急医療管理加算１（950点）を

算定できる。」とされているが、看護職員とは介護医

療院等又は介護老人福祉施設の看護職員又はオンラ

イン診療を実施する医療機関の看護職員のどちらが

対応してもよいのか。 

答 そのとおり。 

なお、当該医療機関の看護職員が当該施設に赴いて

対応する場合、在宅患者訪問看護・指導料、同一建物

居住者訪問看護・指導料及び精神科訪問看護・指導料

を別に算定できない。 

331頁 【入院基本料等加算 35】 Ａ234-2 感染対策向上加算 

その１（令和５年４月17日・事務連絡）  

問３ 区分番号「Ａ234-2」の「１」感染対策向上加算

１の施設基準における「新興感染症の発生時等に、

都道府県等の要請を受けて感染症患者を受け入れる

体制」について、新型コロナウイルス感染症の感染

症法上の類型変更後においては、どのような保険医

療機関が該当するか。 

答 現時点では、令和５年１月１日以降に新型コロナウ

イルス感染症に係る重点医療機関の指定を受けていた

ことがある医療機関のうち、過去６か月以内に新型コ

ロナウイルス感染症患者（院内クラスターにより感染

した患者など当該医療機関に入院後に新型コロナウイ

ルス感染症と診断された患者を除く。）に対する入院

医療の提供の実績がある医療機関が該当する。 

なお、「疑義解釈資料の送付について（その１）」

（令和４年３月31日厚生労働省保険局医療課事務連絡）

の問８【→342頁】は廃止する。 
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問４ 区分番号「Ａ234-2」の「２」感染対策向上加算

２の施設基準における「新興感染症の発生時等に、

都道府県等の要請を受けて･･･疑い患者を受け入れる

体制」について、新型コロナウイルス感染症の感染

症法上の類型変更後において、どのような保険医療

機関が該当するか。 

答 現時点では、地域の診療所からの要請等に応じて新

型コロナウイルス感染症を疑う患者を救急患者として

診療し新型コロナウイルス感染症と診断する場合に、

必要に応じて当該患者の受入が可能な体制を確保した

うえで、過去６か月以内に新型コロナウイルス感染症

患者（院内クラスターにより感染した患者など当該医

療機関に入院後に新型コロナウイルス感染症と診断さ

れた患者を除く。）に対する入院医療の提供の実績が

ある医療機関が該当する。 

なお、「疑義解釈資料の送付について（その１）」

（令和４年３月31日厚生労働省保険局医療課事務連絡）

の問９【→342頁】は廃止する。 

714頁 【医学管理等】 Ｂ000 特定疾患療養管理料 

その２（令和５年４月27日・事務連絡）  

問１ 新型コロナウイルス感染症から回復した患者で

あって、新型コロナウイルス感染症患者と診断され

た後、３か月以上経過し、かつ罹患後症状が２か月

以上持続している場合に、当該患者に「罹患後症状

のマネジメント（第２版）」を参考とした診療（電話

や情報通信機器を用いた診療を除く。）を通じて、今

後の診療方針を判断し、必要に応じて精密検査や専

門医への紹介を行った場合において、特定疾患療養

管理料（147点）について、どのように考えればよい

か。 

答 ３月に１回に限り算定できる。なお、都道府県が公

表している罹患後症状に悩む方の診療を行っている医

療機関のリストに掲載されている必要がある。 

なお、本取扱いは令和５年５月８日より適用され、

令和６年〔2024年〕３月31日で終了する。 

問２ 問１において、「新型コロナウイルス感染症患者

と診断された後」とあるが、新型コロナウイルス感

染症罹患の際に、患者自ら検査キットを用いて検査

を実施し陽性であったが、医療機関を受診しなかっ

た場合であって、３か月経過後も罹患後症状が２か

月以上持続している場合に、特定疾患療養管理料

（147点）を算定できるか。 

答 患者自ら実施した検査の結果を踏まえ、医師が事後

に感染した時期を確認した場合は算定できる。ただ

し、算定するにあたっては、診療報酬明細書の摘要欄

に当該患者が感染した時期及びその確認方法について

記載すること。 

773頁 【医学管理等 24】 Ｂ001-2-5 院内トリアージ実施料 

その１（令和５年４月17日・事務連絡）  

問１ 院内トリアージ実施料（300点）を算定できる

「受入患者を限定しない外来対応医療機関」には、受

入患者を限定しない形に令和５年８月末までの間に

移行する外来対応医療機関を含めるとされている

が、算定開始時点で受入患者を限定している医療機

関について、どのように令和５年８月末までに移行

する旨を示せばよいか。 

答 受入患者を限定しない形での受け入れを開始する時

期（例：令和５年○月から）を示した文書を院内に掲

示すること。 

問２ 院内トリアージ実施料（300点）又はＢ000の２

に規定する「許可病床数が100床未満の病院の場合」

の点数（147点）を算定する場合に必要な感染予防策

とは具体的にどのようにものを想定されているか。 

答 「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の

手引き・第9.0版」及び一般社団法人日本環境感染学

会「医療機関における新型コロナウイルス感染症への

対応ガイド 第５版」等に示す内容に沿って、院内感

染防止等に留意した対応を行うこと。 
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641頁 【歯科初・再診料 1-⑴】 歯科Ａ000・注１ 歯科外来診療の院内感染防止対策 

643頁 【歯科初・再診料 1-⑵】 歯科Ａ000・２ 地域歯科診療支援病院歯科初診料 

645頁 【歯科初・再診料 1-⑶】 歯科Ａ000・注9 歯科外来診療環境体制加算 

1448頁 【歯科・医学管理等 ２】 かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所 

1456頁 【歯科・在宅医療 １】 在宅療養支援歯科診療所 

その１（令和５年４月17日・事務連絡）  

問11 歯科点数表の初診料の注１に規定する施設基

準、地域歯科診療支援病院歯科初診料、歯科外来診

療環境体制加算、かかりつけ歯科医機能強化型歯科

診療所及び在宅療養支援歯科診療所の施設基準に規

定する研修について、オンライン会議システムや

WEB配信を含むe-learning形式等を活用し、研修

を実施することは可能か。 

答 可能。オンライン会議システムやe-learning形式

等を活用して研修を実施する場合、出席状況の確認、

研修時間の確保、受講者からの質問への対応、研修内

容の理解度の確認等が行えるような形式で実施するこ

と。 

例えば、 

・オンライン会議システムを活用する場合、受講者は

原則としてカメラをオンにし、主催者が出席状況を

確認できるようにする。 

・e-learning形式の場合、主催者が、受講者の学習

時間、進捗状況を含め受講前後のテスト等の実施に

より研修の完了を把握する。 

・受講者からの質問等について、オンライン会議シス

テムの場合は、チャットシステムや音声発信を用い

ることや、e-learning形式の場合は、別途質問を

受け付け、回答できるような運用を行い、必要に応

じ質問・回答について研修会のWebページに掲載す

る。 

などが考えられる。 

1554頁 【調剤 ４-⑴】 調剤10の３・注６／調剤13の２・注４ 特定薬剤管理指導加算２ 

その１（令和５年４月17日・事務連絡）  

問12 特定薬剤管理指導加算２の施設基準において、

「保険医療機関が実施する抗悪性腫瘍剤の化学療法に

係る研修会」に保険薬局に勤務する常勤の保険薬剤

師が年１回以上参加することが求められているが、

当該研修会はリアルタイムでの画像を介したコミュ

ニケーション（ビデオ通話）が可能な機器を用いて

実施されるものでも差し支えないか。 

答 よい。 

 

 

 

 

 

 

 

 
※新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについての追加情報は、 

社会保険研究所ウェブサイト「追補・訂正表」「診療報酬関連情報ナビ」に随時掲載していますので、参照ください。 

https://www.shaho.co.jp/publication/addendum/ 

https://www.shaho.co.jp/publication/navi/  

 

 

 

解説は note で  https://media.shaho.co.jp/ 
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